
ISSN 1881-6436 

 

Discussion Paper Series 
 

 

 

 

No. 23-01 

 

計量テキスト分析による《新自由主義》の共起 

〜媒体ごとの 40 年間変遷 
 

小峯 敦 

 

2023 年 6 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒612-8577 京都市伏見区深草塚本 67 

龍谷大学経済学部 



タイトル 

計量テキスト分析による《新自由主義》の共起〜媒体ごとの 40 年間変遷 
 

著 者 

小峯 敦* 
 

概 要 

本稿は主に 4種類（学術系・新聞系・議会系・世俗系）のデータベースを用いて、3つの論点（1-4）
を含むように、《新自由主義》に関する計量テキスト分析を行った。ただし、本稿は今後の本格的な研究

に備えた予備的考察である。 
左古（2021）の検証については、その結論をおおむね肯定できる結果となった。本稿はここを出発点

として、多くの異なるデータベースで同一キーワードの検索をかけ、大量のデータを収集した。その結

果、新聞系媒体がデータ収集に関して、もっとも安定的で好ましいと判明した。安定的という意味は、

約40年間に渡って多くの情報を含んだデジタル記事を容易に入手できるということである。このため、
時系列や媒体別の比較が容易となる。 
それに対して、議会系メディアは（国会を除けば）まだ期間が短く、網羅的でもない。横断的な検索・

収集もかなり難しい。このため、個別議会は別として、集計的な観点からこのメディアを用いるのは、

困難を伴う。 
左古（2021）が抽出しようとした《新自由主義》の多義的な内容に関しては、今回はほとんど析出で

きなかった。「学界の外では、多様な理解は進んでいない」という結論も可能であるが、ここでは《新自

由主義》のハーヴェイ的理解、フーコ的理解がマスメディアで、議会で、一般の人々に、どの程度に浸

透しているかについては、本稿の分析手法・媒体選択を踏まえた将来の課題となる。 
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第１節 問題の設定 

本節では問題の設定として、最初に本稿の目的を短く記す。次に、《新自由主

義》neo-liberalism という用語を関する研究史を若干ふりかえる。最後に、本稿

の立場と構成を述べる。 
 

1-1 本稿の⽬的 
本稿の目的は、非常に多様な内容を含む《新自由主義》という用語に関して、

計量テキスト分析を用いて媒体別・年代別な差異を顕在化させることで、今後の

本格的な研究の予備的考察を行うことである。 
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1-2 初期の《新⾃由主義》 
この節では、《新自由主義》という用語の単純だが強力である通念的な理解を

説明する。それは 20 世紀後半における初期的な使用と関係している。 
「新しい資本主義」を唱えた岸田文雄内閣は、新自由主義的な考え方、すな

わち「市場に任せれば全てが上手くいく」という通念が様々な弊害（環境問題と

経済格差）を生じさせたと判断している2。こうした通念はいまだに強力で（小

峯 2023: 70-71）、多くの人の理解では、新自由主義 neo-liberalism とは「小さ

な政府」を意味する。「政府による強制は個人の自由を奪う」（服部 2013: 5）の

だから、政府の権限を縮小して、効率的な資源配分を実現できる市場を拡大すれ

ば、「選択の自由」が確保されることになる。歴史的には、単純化された《ケイ

ンズ主義》の理解──政府の介入による経済の安定化──が第二次世界大戦後

に席巻した反動として、モンペルラン協会が 1947 年に設立されたことに、この

概念の生誕という画期を設けることもできる3。その後、徐々に、ミルトン・フ

リードマン、ミーゼス、ハイエク等の影響力が浸透し、チリやアルゼンチンにお

いて、1970 年代にいわゆる新自由主義的な政策が強制された。その後、イギリ

ス・アメリカ・日本において、民営化・規制緩和・小さな政府などの標語が横溢

し、「市場 vs 政府」という理解の枠組みが完成されたかに見えた。 
新自由主義の黎明期には、フリードリッヒ・フォン・ハイエクとミルトン・フ

リードマンという両輪がその思想的基盤を整備した。Mirowski（2014[2013]: 
334）によれば、「市場はすべての人間よりも優れた情報処理装置である」という

命題こそ、新自由主義の中核である。この命題を勘案すれば、なぜあらゆる種類

の経済計画──中央統制的な社会主義運営から、社会工学的なマクロ経済運営

まで──が市場の巧妙さを超えられないかを理解できる。公共財や費用逓減産

業など、たとえ「市場の失敗」が存在したとしても、その対処法は外部（不）経

済の内部化、つまり社会に疑似市場・準市場が拡大していくことが最適な解とな

る。社会主義経済計算論争の現代版とも判断できる。情報と意思疎通に注目した

ハイエク（Prusik 2018: 1607／訳 11頁）は、まさに市場を自生的な情報処理シ

ステムと捉えたのである。 
他方、ジェームス・ブキャナンの公共選択理論に見られるように、政治過程

を市場過程の類似物・延長線と見なし、国家を市場領域の一部に組み込んだ結果、

両者の境界線が融解している。ブキャナンは政治・政策を有権者・政治家の経済

的利害のみに依存させ、それゆえに経済的利害の最大化としてモデル化した。フ

リードマンはこの路線と軸を同一にして、さらに政治領域の縮小によって自由

 
2 首相官邸サイト「岸田内閣総理大臣施政方針演説（2022.1.17）」https://www.kantei. 
go.jp/jp/101_kishida/statement/2022/0117shiseihoshin.html（Access: 13 February 2023） 
3 村上（2022: 156）は《新自由主義》の起源を、1938年の国際会議に見出している。 
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を拡大するという論陣を張った。法の支配や民主主義にも目配りがあったハイ

エクとは対照的に、「資本主義＝自由」というフリードマンの単純な（しかし強

力な）論法は、はるかに過激であり、ハイエクのプログラムを逸脱しているとさ

え見なせる（若森・植村 2017: 10, 13）。その主張の柱は、端的に言えば、規制

撤廃・民営化・社会保障削減である（若森・植村 2017: 10）。 
市場＝効率的な情報処理装置であり、自由をもたらすもの。こうした信念が

冷戦構造の中で成長し、その終焉とともに爆発的に流布していく。つまり、単純

化された「ケインズ主義」の影響力が薄れていく潮流に乗る形で、こうした通念

が徐々に浸透し、実体的な政策としても出現することになった。世界銀行・IMF、
あるいは EU などによって、様々な時代と場面で、いわゆる「新自由主義的な」

政策が次々と発動されることになった。例えば、1980 年代初頭には、中南米諸

国や東欧の一部が累積債務問題で行き詰まった際に、IMF は財政支出の削減、

貿易の自由化等を融資条件とした（盛 2007: 224）。1997 年のアジア通貨危機に

際しても、IMF は緊縮財政や高金利政策を支援の条件とした。2009 年のギリシ

ャ債務危機時でも、やはり構造改革や緊縮財政が強く求められた。こうした強権

の裏側には、効率的な市場、非効率な政府という理解がある。 
 

1-3 《新⾃由主義》の多義的展開へ 
しかし、低成長の時代に突入したこともあり、カンフル剤として小さな政府

が唱えられたものの、度重なる経済危機や経済成長の鈍化によって、こうした経

済思想における単純化された枠組みを超える理解も進んできた4。特に、マルク

ス主義的な経済地理学を援用したハーヴェイは、グローバルに展開する金融資

本にも注目し、その資本を蓄積しようとする経済エリートによる権力回復とい

う政治的プロジェクトとして、新自由主義を定義し直した5。すなわち、主に経

済的な領域における原理的な側面と、主に政治的な領域における実践的な側面

との両側面が揃った総体として、この概念を理解するのである。後者（政治の場）

においては、公権力の行使も必要となり、前者（経済の場）の純粋な枠組みから

逸脱することもありえる。また、新自由主義のもとでは、「すべての社会活動は

資本蓄積に貢献するかどうか」（Jessop 2012: 1517）が重要であり、ハーヴェイ

は資本蓄積という究極的な目的が 1990 年代以降、新しい側面（グローバル化・

金融化）に入ったと判断している。 

 
4 経済思想史に限定するならば、イギリスのニューリベラリズム、ドイツのオルド自由主
義なども俎上にあげるべきだが、ここでは紙幅の関係で割愛した。特に、ドイツ経済思想

の文脈から、多様な新自由主義を歴史的に整理し直した村上（2022）を参照のこと。 
5 Stiglitz (2008)も「新自由主義は常に特定の利益に奉仕する政治的教義であった」と断
じている。 
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公権力の縮小および拡大という矛盾した要素を孕みながら、《新自由主義》と

いう用語は、経済分野を超えて、1990 年代後半から爆発的に普及した（図表 4、
図表 5）。政治学は言うまでもなく、法学・社会学6・歴史学・教育学・人類学・

科学技術社会論、あるいはひろく人文学にも広がっている。一例として、政治学

の興味は、新自由主義の拡大と格差、民主主義の後退にある。あるいは社会学の

関心は、安全・安心の欠如にある。新自由主義の全体像を明らかにして、その代

替物を探求するには、社会科学すべての知恵を結集する必要がある（若森・植村 
2017: 3）。 
哲学や認識論までこの概念が浸透したきっかけは、ミシェル・フーコーによ

る 1978/79 年度の講義「生政治の誕生」7であろう（フランス語全集への収録は

2004 年、その邦訳は 2008 年）。フーコーはグローバルに展開する資本や政治の

領域に限定するのではなく、社会のおける全領域であらゆる存在を決定づける

統治の原理として、新自由主義を再設定した。これは交換と満足の自由主義から、

競争と人的資本化（企業家になる主体）の新自由主義への大転換を意味する（ブ

ラウン 2022: 27-28）。フーコーによれば新旧いずれの自由主義でも個人の自由

が焦眉の問題だが、新自由主義では市民たる個人8ではなく、企業家たる個人に

役割がシフトしている。さらには、民主主義と資本主義の（たとえ理念的でも）

楽観的な両立という古典的な時代から、高度に発達した資本主義における「民主

主義の危機」に焦点が当たる時代に突入した。この変化を、単なる自由放任では

なく、市場のために統治がなされること、統治の中で市場が生み出されるもの、

という言い方もできる（山本 2021: 344）。あるいは、新自由主義とは単に経済

システムや経済思想の側面から捉えるのではなく、「人々を競争へと差し向ける

統治術」として理解し、競争市場を創出・維持・運営する政府や国家の政治的介

入も射程に入らなければならない（百木 2022: 316-317）。 
こうした状況を受けて、2015 年以降、Routledge および Sage から相次いで

分厚い研究便覧（Handbook）が出版された。それらによれば、「新自由主義は、

過去20年間において、社会科学の内部で出現した最も強力な概念の１つである」

（Springer et al. ed. 2016: 1）が、「依然として不可解なほど捉えどころがない」

（Peck 2018: xxii）。2018 年を基準にして、この用語は「ここ 5 年ほどの間に激

烈なインフレを経験し」（Cahill et al. 2018: xxv）、1970 年代と同じく、新自由

主義の起源・範囲・方向・究極的な末路をめぐる議論は、熾烈を極める（Peck 
 

6 いわゆるリベラル派の不人気さを論じた伊藤（2023: 184）は、ネオリベラリズムを「公
的なものを信任せず、自己責任に基づく市場競争を通じて自己利益の最大化のみを追求し

ようとする立場」と捉えた。スポーツ社会学の分野では、棚山ほか編（2020）がある。 
7 この講義の詳しい説明は山本（2021: 第 III部）にある。 
8 スミスの想定のように、利己的だが他人に関心を持たざるを得ない、フェア・プレー精

神を秘めた競争する主体となる。 
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2018: xxii）。近年の一つの傾向として、同一の政治的・経済的構造変化をもたら

すというよりは、もっと多様な側面が指摘される。例えば、新自由主義とは「企

業活動のための最適な条件を積極的に作り出すような政治的技法」（Ong 2012: 
1511）などと概念化され、激動する市場環境を乗り切るために、人間の自己企業

的・競争的能力を投資しようという圧力とも言える。 
初期のフリードマンやハイエクが秘めていた「民営化」「規制緩和」「政府の

退場」という単純な理解は、おおよそ 1930-80 年代に支配的であった。その後、

ハーヴェイやフーコに触発された資本主義の変容論は、おおよそ 1990 年代から

現代までを射程に収めてきた。この状況は Peck & Tickell (2002: 384)に倣って、

新自由主義における撤退型（Rollback）から伸展型（Rollout）への変容と捉え

ることができよう9。《ロールバック》とはコンピュータ科学の用語でもあり、デ

ータベースやプログラムを初期状態に戻すことであり、主にエラーやバグから

の回復を意図している。まさに純粋な市場から政府というバグを取り除く動き

にふさわしい。《ロールアウト》とはマーケティング論や管制塔で用いられる専

門用語である。つまり、新製品の投入・発表や、航空機の離陸時における制動動

作を意味する。また、アメリカンフットボールの用語でもある。すなわち、クォ

ーターバック（司令塔）がセンターからボールを受け取り、ワイドレシーバー（受

け手）に効果的なパスを出すために、いったんサイドライン側に回り込むように

走り、パスを出すタイミングをうかがう戦術的行為である。《ロールアウト》の

中身は、新たな展開を見据えて、いったんタメを作る戦略的な動きを示唆してい

る。 
 

1-4 本稿の⽴場と構成 
以上、ハイエクやフリードマン的な理解を出発点として、20 世紀末からハー

ヴェイ的な理解、フーコー的な理解が分岐しつつ混在している様を略述した。左

古（2021: 27）はこの三者に、理念①、理念②、理念③という名称を与えている。

政治学者ウェンディ・ブラウンは後二者に対して、唯物論と観念論などと対立し

て捉える見方を退け、「過去 40 年間世界中で起こってきた新自由主義的な転換

の異なる側面に光を当てたもの」（ブラウン 2022: 28）と捉えている。 
このような状況で、新自由主義という用語を学術的に取り上げることに、正

負それぞれの反応がある。第一に、この用語は実態のない妖怪として、忌避する

立場である。稲葉（2018: 8, 324）によれば、この用語には統一された包括的な

世界像がないので、様々な批判を向けるべき相手ではなく、せいぜいある種の気

分を指すもの、無い物ねだり、レッテル貼り、藁人形、敵を求める願望に過ぎな

 
9 ２つの型の新自由主義に基づいて「新しい公共とは何か」を探求した近著に宮川（2023: 
10, 46）がある。 
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い。第二に、曖昧で矛盾する性格ゆえに、分析すべき対象だという立場である。

左古（2021: 16）は新自由主義のように、極めて多くの範疇をその傘下に擁する

ような包括的な用語を「アンブレラ・ターム」と呼ぶ。それらは数十年にわたっ

て多くの人々が使用し、歴史の風雪に耐えて公的議論を司る重要な用語となっ

ており、注目に値する概念だと結論された。ブラウン（2022: 33）も意味が曖昧

ゆえにその存在を疑問視することは、資本主義・自由主義・キリスト教などの大

きな概念が存在しないと主張するのと同じことだと論じている。 
本稿は第二の立場を採っている。曖昧で混乱し矛盾した用語であるからこそ、

計量テキスト分析の出番ではないかという発想である。数十年にわたるテキス

トデータを収集することで、時代・媒体による何らかの差異をその中から見いだ

せないだろうか。また、本稿では上記の三側面の差異や変遷を可視化する準備と

考えているが、中でも、経済的な領域（理念①）から政治的な領域（理念②）へ

の拡張・遷移、つまり公権力の縮小および拡大という矛盾に見える外見が果たし

てどのようにテキストデータに現れるかに、特に関心がある。フーコの指摘する

統治の原理（理念③）をどのように抽出するかについては、先行研究でも捉えき

れない難問であり、本稿でもやや脇に退くだろう。 
左古（2021）は《新自由主義》を対象として、計量テキスト分析を施した文

献である。そこでは、1980 年代では《経済、社会、政策》との共起が顕著で、

1990 年代には《政治、経済、改革、政策》と、2000 年代には《社会、教育、労

働、改革、歴史、時代》との共起が目立ったと結論している（左古 2021: 33）。
本稿はこの研究を大いに参考にしながら、本稿では次の三点を論点（検証すべき

対象）と設定した。 
 
（論点 1）上記の結論を持つ左古（2021）は、どの程度、再現可能か。 
（論点 2）新自由主義という言説は、異なる媒体（学術系・新聞系・議会系・

通俗系）によって、何らかの差異をもたらして出現しているか。 
（論点 3）新自由主義の素朴な定義（市場万能主義）が崩れ、複雑な内容（政

治的な波及や権限拡大、社会全体を覆う統治原理）に変わっていく時代的

な画期や変容の様を、ある程度まで析出できるか。 
 
論点 1 によって、左古（2021）を内容上（政治思想）もデータ上（学術系メ

ディア）も出発点・参照点とする。論点 2 として、様々なデータセットの媒体を

調べる。その際、目標とすべき検証内容として論点 3 がある。 
 
以下の本稿は次のように構成される。第２節では、《新自由主義》概念の計量

テキスト分析を先駆的に行った左古（2021）に対し、再現性がどの程度あるの
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か、その結論が他の媒体ではどうなるかを論じる。第３節では新聞記事データベ

ースを取り上げ、四紙それぞれの特性を加味しつつ、最後に包括的な統合データ

を作成することを試みる。付随的に、追加的な二紙も考慮する。第４節は議会に

おける議事録データベースに注目し、同様の分析を試みる。対象は、国会・県議

会・東京都下市議会である。以上の対象は日本の言説のみである。最後に第 5 節

は、世俗的なデータベースを用いて、収録される用語の頻度やネットワークがど

の程度、異なっているかなどを検証した。なお、補遺では様々なデータベースを

渉猟しながら、主に海外のデータではどのような結果になるかを考察した。最後

に、重要な発見を短くまとめながら、暫定的な結論を述べる。 
いずれも辿れるだけ古いデータも集めながら、基本的には大量のデータが格

納され始めた 1980 年代以降の 40 年間に考察は絞られてくる。中でも 2000 年

以降のデータは各所で充実していることが、後ほど確かめられるだろう。 
 

第２節 左古（2021）の検証 
本節では、（論点１）に合わせて、学術系メディア（専門書＋学術雑誌）を取

り上げる。以下は、分析の道筋を明らかにするとともに、初学者にも便宜がある

ように、テキストマイニングのソフトである KH Coder の操作法や用語解説も

含めた記述となる。 
 

2-1 データの収集と加⼯ 
左古（2021: 14, n2）となるべく同一の条件になるように、NDL ONLINE（国

立国会図書館オンライン）をまずデータベースとして選択した。この検索システ

ムは、雑誌記事および図書における題名を同時に収集できるので、便利である。

対照的に、多くの論者が用いている CiNii でも同様のことはできるが、近年、統

合された新サービス CiNii Research が重複情報を多く表示させる事態になった

ため、NDL の単純な検索がより重宝されることになった。他方、土井（2020: 
26）や岩山（2021: 46）は CiNii により論文タイトルを収集している。 

この検索画面（図表 1）において、まず「詳細検索」を選択してから、タイト

ル欄に《新自由主義、ネオリベラリズム、ネオリベ》という三語を入れ、OR検
索をかけた10。出版年の範囲は、1800-2023 としておいたが、1950 を始点とし

ても実質的には変わらない。その他は空白として、2023 年 1 月 30 日における

 
10 2023年 1 月 29 日現在。左古（2021: 14, n2）は《新自由主義》のみで検索しているが、

英語カタカナ表記や略記も十分に市民権を得ていると判断し、後二語を加えた。同一性を厳

密に考えるならば、最初の一語のみが好ましいが、別の媒体でもこの三語を選択するため、

このようにした。また、NDL ONLINEは《ネオリベラリズム》も《ネオ・リベラリズム》
も同一の語として、検索している（いずれも 246 件）。 
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検索結果は、左枠にある「資料種別」から数えて、雑誌記事 3249件、図書 411
件となった11（図表 1）。それぞれの数字をクリックすることで、それぞれ題名な

どの情報を一覧できた。その際、表示は「100件ずつ表示」と「古い順」として

おいた。特に後者の表示は、後に出版年をエクセルに入力作業において重要であ

る。 

 
図表 1 NDL の検索結果 

 
 この画面から、Octoparse というソフト12によって、情報を自動収集した。な

お、自動収集では「ページをおくる」という操作にミスが発生しがちなので、１

ページにおける表示件数は、なるべく多い方が良い。 

 
11 左古（2021: 14, n2）はWebcat Plusも含めながら、それぞれ 2,559 件、156 件としてい

る（2019年 11 月現在）。ここ 2-3年間に、両者とも相当に増加している。 
12 https://www.octoparse.jp 無料トライアル版もあるが、ここでは月 89ドルの有料版（ス

タンダード）を用いている。 
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図表 2 Octoparse による情報収集 

 
 図表 2 は自動収集の結果である。滅多にないことであるが、このケースでは 1
分間に 336 件の収集速度であり、全情報（この場合は雑誌記事のみ）を集める

のに 10 分弱で済んだ。通常は 1 分間に数十件以下ということも珍しくない。な

お、このようにして収集されたデータはエクセル形式で保存されている。KH 
Coder はある時点からエクセルファイルをそのまま解析にかけられるようにな

ったが、先頭行セルに適切に見出し語を付けないと、外部変数の表記に関して、

無用な誤解を発生させかねない。また媒体を比較する際には、同一の見出し語が

必要となる。複数のデータベースを順次、分析していく場合に、外部変数の表記

の揺れは、無視し得ないバグとなりうる。本稿ではおおまかに、《No、年、月、

日、年代、5 年ごと、見出し（またはタイトル）、本文、見出し＋本文》という

表記を採用した。 
雑誌記事をこのように収集したとき、雑誌名や巻号やページ数が入ったセル

と、題名が格納されたセルとが別々の場所に収められた。雑誌名を含むなるべく

多くの情報を入れておきたかったため、両者のセルを文字として統合した別の

セルを挿入しておいた。関数は =B2&” ”&C2 である（２つのセルにある文字

列を空白マスでつなぎ、１つのセルに格納する）。この場合、発行年月日を独立

したセルに格納して収集できなかったため、その情報が入っているセルから引

き出すか、目視によって新たに入力するか、どちらかに迫られた。元々情報は「古

い順」に収集され、エクセル表にも古い順に並んでいる。ゆえに、刊行点数が少

ない場合は一つ一つ入力して、多い場合はドラッグ＆ドロップというマウス操

作を適切に用いることで、ここでは結局、新たに入力した。この「年」セルから
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「年代」を紐づけるのは簡単で、 =ROUNDDOWN（B2, -1） という切り捨

て関数を用いるだけで良い（-1 という桁数は 10 の位を指している）。面倒なの

は５年ごとの塊を返す関数である。当初、指定した単位で切り上げる Celing 関

数を用いようとして、=CELING（B2, 5）という計算式にしたが、2000 年は 2000、
2001 年から 2005 年の各年が 2005 という数値を返すことになった。本来なら

ば、2000 年から 2004 年を 2000、2005 年から 2009 年を 2005 に返す関数を作

りたかったが、ここではできなかった13。ゆえに、3500 件ぐらいのデータであ

ることを鑑みて、再び目視によるドラッグ＆ドロップで、「5 年ごと」のセルに

値を入力した。 
 

2-2 出現回数と外部変数 
このように分析すべきエクセルファイルを整えた後、KH Coder を起動して、

予備的な分析に入った。まず、雑誌論文 3,249件に関して、すべての品詞を分析

対象として、抽出語リストを作成した（図表 3）。この表を丹念に観察するのが、

分析の出発点である。左古（2021: 22, 32）を参考にして（特に、その図 3 と図

9）、見逃してはならない語をマークしていった。 
こうして、強制抽出語（順不同）を次の 34 語とした（図表 3 の黄色背景）。

《小泉,社会党,共産党,日本共産党,新自由クラブ,民主党,安倍,渡辺,小泉,竹中,石
原,岸,石橋,サッチャー,マルクス,フリードマン,中曽根,鳩山,ケインズ,ネオリベ,
グローバリゼーション,トロツキー,新自由主義,ネオリベラリズム,くらし,いのち,
めぐる,もたらす,たたかう,めざす,菅,ジェンダー,ポピュリズム,アベノミクス》。

この中には形態素解析が不調だったために、正しい語に直したものと、ある品詞

は一般的に分析対象から外すが、その中でも興味深い語のみ残したものとが混

在する。 
同様に、除外語を次の 23 語とした（図表 3 の薄緑背景）。《学会,委員,研究所,

協会,紀要,年報,年度,大学,月刊,論集,季刊,論叢,特集,編集,報告,出版,増刊,書評,論
評,企画,展望,記念,座談》。これらは学術雑誌の題名などで普遍的によく用いられ

る単語であり、頻度が高いが特徴を示さないので、積極的に除外すべきものであ

る。ほぼすべてが漢字二字というのも興味深い。一般に、除外語や強制抽出語は

恣意的要素がつきまとうため、必ず記録して、このように透明度を高めておく必

要がある。それぞれのリストをテキストファイルにして、別途、保存しておくの

が便利であろう。ファイル名は 除外語_NDL雑誌.txt などとなる。忘れがち

 
13 その後、int関数を用いて、=int(B5/5) とすれば良いことが判明した。これは 5で割っ
た商が同一の場合、その商を数値として返す関数である。例えば、2000 から 2004 までの
5 つの数字はすべて 400を返す。KH Coderに「外部変数と見出し」において、この 400を
2000-04に、401を 2005-09などと入力して、「ラベルを保存」をクリックする。 
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だが、このように強制抽出語や除外語を設定した後、改めて「前処理」を実行し

なければならない。 

 
図表 3 抽出語リスト（全品詞） 

 
図表 3 を慎重に眺め、新自由主義に関する様々な先行研究を念頭に置いて、

分析すべき品詞を《名詞、サ変名詞、形容動詞、タグ、動詞》に確定した14。こ

こでタグとは、強制抽出した語のことである。また外部変数が格納されている場

合、KH Coder にて ツール＞外部変数と見出し を選択し、外部変数ごとの頻

度数を確かめておきたい（もちろん元表のエクセルからも集計できるが、10 年

ごとの年代など、目視によって理解を深める目的もある）。以下、雑誌論文の公

刊数についてである（比較のために、図書のそれも添えてある）。図表 4 から、

新自由主義という語は、1990 年代にそれまでの 3 倍にあたる刊行数を記録し

（37件→120件）、さらには圧倒的に 2000 年代から頻出していることが分かる

（ただし、このデータベースの年代ごとの偏り、つまり収録数がある時期から激

増している可能性15も考慮するべきではある）。2010 年代もほぼ同数の頻度とな

 
14 左古（2021: 29）は《超え、新しい》を除き、すべて名詞のみである。形容動詞と動詞

を加えたことで、どの程度、本稿の考察が変わるかも考慮すべきである。 
15 本来ならば、年度ごとの全収録数が分かれば、相対的な出現数の増減という標準化が可

能であるが、ほとんどの場合、その数値は公開されていない。 

名詞 サ変名詞 形容動詞 固有名詞 組織名 人名 地名 ナイ形容 副詞可能 未知語 タグ 感動詞 動詞 形容詞 副詞 名詞B 動詞B 形容詞B

主義 3867 研究 1490 自由 3089 パンデ 38 社会 179 安倍 66 日本 666 問題 318 金曜日 47 p 3281 その 89 考える 63 新しい 37 ガバ 18 くらし 32 する 661 ない 19

社会 1133 教育 1148 新た 71 ナン 18 共産 94 學 41 東京 107 ちがい 1 戦後 47 of 673 さらば 6 読む 43 危ない 7 改めて 2 もと 24 めぐる 53 いい 2

歴史 801 労働 716 可能 47 文學界 14 立命館大学 44 ション 28 ラテンアメリカ104 冬 41 Journal 472 はあ 4 闘う 41 危うい 3 再び 2 ゆくえ 19 ある 45 あぶない 1

経済 662 改革 583 ゆたか 27 中央公論 10 コロナ 43 頼子 19 アメリカ 95 春 40 The 460 フェ 3 超える 35 脆い 3 本当に 2 いのち 14 もたらす 44 おかしい 1

科学 518 特集 491 平等 27 創 9 ミック 38 笙野 19 大阪 61 夏 34 Studies 226 ノー 2 押し開く 34 強い 2 ジン 1 ひろば 14 みる 36 すい 1

政策 443 運動 452 特別 25 君が代 6 日本共産党 35 治 15 立 52 秋 32 Historical 173 と 1 向ける 34 良い 2 意外と 1 あご 12 たたかう 35 やさしい 1

学会 432 編集 290 必要 12 平成 6 クレスコ 34 渡辺 15 アジア 46 現在 30 and 141 どっこい 1 問う 32 暗い 1 一向に 1 まち 10 めざす 29

委員 367 報告 196 健康 9 教科書問題 5 アジア経済研究所33 小泉 13 イギリス 43 全体 24 Social 113 ま 1 見る 30 鋭い 1 一体 1 きん 4 なる 23

研究所 362 対抗 172 平和 9 小泉 4 パ 30 竹中 13 韓国 39 いま 20 Movement 109 ゴメン 1 スる 29 甘い 1 極 1 しよう 4 できる 16

現代 342 総合 168 高等 7 エン 3 明治大学 28 チャベス 10 大原 38 今 20 University 105 越える 28 黒い 1 全く 1 さよなら 3 つくる 12

時代 333 批判 154 多様 7 サパティスタ 3 全労連 26 岸田 10 日 36 上旬 17 REVIEW 100 学ぶ 26 小さい 1 続々 1 した 3 おきる 10

国際 332 協議 127 豊か 7 トー 3 国鉄 25 菅 10 アフリカ 34 以降 13 S 93 見える 26 色濃い 1 断固 1 まやかし 3 いる 8

政治 310 共生 120 名誉 7 モン 3 新自由クラブ 23 平蔵 9 小川町 30 新年 12 International 92 抗する 24 深い 1 未だに 1 ゆき 3 ひらく 7

ネオ 276 出版 120 安定 6 リ 3 法政大学 20 ニクソン 8 米 29 今後 11 Japanese 85 立ち向かう 24 図太い 1 わ 3 ねらう 6

世界 262 増刊 118 公正 6 京都 3 民主党 20 章 8 ドイツ 28 時間 10 Labor 84 迎える 20 正しい 1 あと 2 まもる 6

福祉 259 保障 117 困難 6 アステイオン 2 大東文化大学17 信 8 メキシコ 25 没後 9 Research 80 聞く 20 善い 1 いじめ 2 むしばむ 6

民主 243 書評 98 完全 5 クラ 2 一橋大学 14 石原 8 フランス 22 下旬 8 Economic 68 生きる 19 多い 1 うし 2 まなぶ 5

協会 242 評論 90 憂うつ 5 ペル 2 関東学院大学13 菊地 7 ヨーロッパ 22 結果 7 history 64 働く 17 大きい 1 こころ 2 こう 4

国家 229 学習 87 安全 4 大正 2 大阪市立大学11 菊池 7 沖縄 20 今日 5 Bulletin 62 結ぶ 16 男らしい 1 こども 2 つむぐ 4

課題 201 転換 83 個別 4 イスラーム 1 神奈川大学 10 金 7 米国 20 最近 5 In 56 寄せる 14 長い 1 ろ 2 なく 4

リベラリズム 184 解放 82 公的 4 カトリック 1 中央大学 10 実 7 オーストラリア 19 ほか 4 Science 53 求める 14 熱い 1 わだつみ 2 にる 4

大会 180 生活 80 自然 4 キネマ旬報 1 早稲田大学 9 オン 6 中国 17 若干 4 Society 53 許す 14 熱っぽい 1 あい 1 ねる 4

理論 179 変革 80 悲惨 4 スガ 1 デル 8 夏野 6 中東 16 場合 4 Institute 52 生き抜く 14 濃い 1 い 1 ぶる 4

思想 173 展開 76 元気 3 ソビエト 1 慶應義塾 8 後藤 6 ケインズ 15 絶対 4 People 51 変える 13 薄い 1 うち 1 もつ 4

紀要 169 経営 74 正当 3 ドラッカー 1 三重大学 8 石橋 6 英 14 前夜 4 ジェンダー 51 探る 12 悲しい 1 うるか 1 よみがえる 4

政権 150 構想 74 生 3 ハラ 1 日本学術会議 8 村上 6 英国 12 すべて 3 ネオリベ 51 立つ 12 貧しい 1 かお 1 うつ 3

年報 148 同盟 72 多元的 3 バー 1 福島大学 8 湛山 6 欧米 12 後半 3 Plan 50 撃つ 11 幅広い 1 かかわり 1 こえる 3

構造 147 形成 71 明らか 3 マリオ 1 民医連 8 道夫 6 チリ 11 その後 2 ピープルズ 50 揺らぐ 11 冷たい 1 かなり 1 さぐる 3

部会 140 比較 68 がくがく 2 リアル 1 お茶の水女子大学7 二宮 6 ラテン 11 はじめ 2 Quarterly 49 破る 10 かも 1 とらえる 3

革命 134 抗 65 グローバル 2 リン 1 大阪経済法科大学7 福田 6 一橋 11 以後 2 Law 46 戻す 10 から 1 とりくむ 3

年度 131 企画 56 メンタル 2 ワイ 1 文芸春秋 7 サッチャー 5 関西 11 五月 2 economy 45 向かう 9 かん 1 とる 3

自治 128 再編 56 リベラル 2 永田町 1 琉球大学 7 ブッシュ 5 ベネズエラ 10 三月 2 for 45 向き合う 9 きた 1 なう 3

ポスト 125 展望 56 奇妙 2 甲南 1 愛知県立大学 6 マルクス 5 関東 10 初頭 2 Security 42 終わる 9 けい 1 はじまる 3

地域 122 保守 54 巨大 2 週刊文春 1 解放出版 6 厚美 5 中南米 10 生涯 2 Japan 41 巡る 9 こ 1 はびこる 3

大学 117 記念 52 強欲 2 昭和 1 広島経済大学 6 佐々木 5 東海 10 明日 2 Political 41 担う 9 ことば 1 よせる 3

月刊 114 対決 50 緊急 2 新潮 1 産業経理協会 6 伸彦 5 福島 10 いつ 1 Sciences 41 揺る 9 さい 1 よる 3

システム 112 破綻 50 重要 2 石原 1 桃山学院大学 6 新太郎 5 マン 9 かたわら 1 グローバリズム41 広がる 8 ざる 1 あげる 2

危機 112 分析 50 脆弱 2 千里 1 日高教 6 村田 5 欧州 9 たくさん 1 Education 40 読み解く 8 しない 1 いう 2

文化 112 保育 50 適切 2 大村 1 部落解放研究所6 中西 5 橋下 9 ひとつ 1 MONTHLY 39 基づく 7 すすめ 1 かかわる 2

論集 111 検証 49 不安 2 洞爺湖 1 立教 6 中谷 5 太平洋 9 一挙 1 Sociological 37 斬る 7 そく 1 かける 2

人間 101 破壊 49 不安定 2 連合 6 長谷川 5 コスタリカ 8 過去 1 to 36 取り戻す 7 たわごと 1 かちとる 2

法律 101 レポート 42 不幸 2 国際基督教大学5 武 5 ロシア 8 近年 1 Wage 35 守る 7 だい 1 こる 2

組合 96 関係 42 不正 2 自民党 5 鈴木 5 新潟 8 昨年 1 Economics 34 乗り越える 7 つながり 1 たずさえる 2

全国 94 考察 42 無力 2 都留文科大学 5 アン 4 新宿 8 自ら 1 jichi 33 打ち破る 7 ないがしろ 1 ちる 2

制度 91 改正 41 有効 2 東京大学 5 クリスティ 4 中央 8 将来 1 Jumin 33 現れる 6 はざま 1 とおす 2

リベラル 86 開発 40 いい加減 1 防衛施設庁 5 フリードマン 4 韓 7 世界一 1 Sociology 32 語る 6 ば 1 ぬけだす 2

資本 86 共同 40 おだやか 1 明治学院大学 5 永 4 東アジア 7 昔 1 Educational 31 示す 6 ひも 1 のびゆく 2

部落 86 座談 40 ささやか 1 立教大学 5 鎌倉 4 東欧 7 前 1 LABOUR 31 打ち砕く 6 ほん 1 のりこえる 2

学校 85 戦争 40 しあわせ 1 グローバル 4 巌 4 彦根 7 全て 1 Report 31 行く 5 まんなか 1 ふまえる 2

人権 81 闘争 40 アカデミック 1 愛知学院大学 4 輝 4 イラク 6 長時間 1 Spr 30 刻む 5 もの 1 みえる 2

シンポジウム 80 意識 39 スマート 1 愛知淑徳大学 4 啓 4 ジャパン 6 年末 1 renaissance 28 招く 5 ものがたり 1 むける 2

農業 80 介護 39 ダメ 1 宮崎公立大学 4 孝夫 4 スペイン 6 復路 1 Worker 28 振り返る 5 ゆとり 1 やってくる 2

機関 78 崩壊 39 ナンセンス 1 金城学院大学 4 康弘 4 ソウル 6 Annual 27 進む 5 わら 1 ゆく 2

雑誌 76 調査 37 ビジュアル 1 国際大学 4 康次 4 ニュージーランド6 Impaction 27 奪う 5 ゆれる 2

市民 74 連合 37 ベーシック 1 参院 4 治雄 4 京都 6 Aut 26 磨く 5 あおる 1

医療 69 再建 36 リアル 1 滋賀大学 4 尚宏 4 広島 6 BUSINESS 25 滅ぼす 5 あがる 1

都市 69 建設 35 ローカル 1 自民 4 伸 4 仏 6 Ritsumeikan 25 貫く 4 あたえる 1

自治体 67 連帯 35 安価 1 鹿児島大学 4 石倉 4 カナダ 5 Study 22 掲げる 4 あてる 1

格差 66 構築 34 過少 1 神戸大学 4 大内 4 愛知 5 クライテリオン 22 呼びかける 4 あぶる 1

市場 66 支援 34 過大 1 神田外語大学 4 谷山 4 九州 5 Criterion 21 抗う 4 あゆむ 1

女性 64 インタビュー 32 過密 1 千葉商科大学 4 竹内 4 市井 5 アソシエ 21 始まる 4 いきづまる 1

唯物 57 検討 31 危険 1 大阪外国語大学4 中曽根 4 千葉 5 トロツキー 20 取る 4 いく 1

情報 56 実践 31 希薄 1 拓殖大学 4 萩原 4 中 5 America 19 進める 4 いたる 1

グローバル 54 推進 30 疑問 1 長崎大学 4 八代 4 東北 5 Latin 19 吹き荒れる 4 うずまく 1

主体 54 対峙 29 凶暴 1 長野大学 4 鳩山 4 日本海 5 Association 18 生む 4 うる 1

ビジョン 53 変容 29 強力 1 日本教育新聞社4 裕和 4 アルゼンチン 4 EU 18 切る 4 おしすすめる 1

プラン 53 選挙 28 決定的 1 立正大学 4 李 4 ソフィア 4 Comparative 17 潜む 4 かねる 1

季刊 53 参加 27 健全 1 横浜商科大学 3 濱 4 ニッポン 4 Human 17 拓く 4 かわる 1
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っている。 

 
図表 4 10 年ごとの刊行数（雑誌論文と図書） 

 
図表 5 5 年ごとの刊行数（雑誌論文と図書） 

 
５年ごとのまとまりもエクセル表で作っておいたので、もう少し細かい年代

分類も可能となる。刊行数の激増は 1990 年代の前半ではなく後半から始まり

（14 件→106 件）、さらに、2000 年代の後半に圧倒的な伸びがあった（394 件
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→949件）。その後、2010 年代の前半と後半、2020 年代の後半には、安定的な

刊行数を記録している。この５年ごとのグラフから、1997 年のアジア通貨危機

や、2007/8 年のリーマンショックからなる世界金融危機などの大きな事象が、

新自由主義を含む雑誌記事の多寡に影響を与えた可能性が想起される。図表 5
は５年ごとの刊行数だが、ここ 45 年ほどの場面を強調するために、1970 年代

以前を削除してグラフ化している。 
 

2-3 共起ネットワーク分析 
図表 6 は語と語の共起関係（edge）を図示している。再現性を担保するため、

最小出現数（20）、描画する共起関係の上位数（100）、共起の指標（Jaccard 係

数）を PDF ファイルに直接、入力して記録とした。N78（272）とは、共起を

描くべき語（node：頂点）の候補 272 個のうち、78 個が実際にこの図に描かれ

ていることを示している。E100（11767）とは、共起関係（edge：辺）の候補

11,767 個のうち、上位 100 個が描かれたことを意味する。D.033 とは社会ネッ

トワーク分析における《密度》が 0.033 であることを意味する。この密度とはネ

ットワークの全体的な構造を示す値の１つであり、次のように定義される（鈴木 
2017: 35）。その意味は、実際に描かれている共起関係の数を、存在しうる共起

関係の数で除すことである（樋口 2020: 184）。 

密度の定義 𝐷 =
2𝐸

𝑁(𝑁 − 1) 

 
図表 6 だけでは、文書全体における各用語のグループ化のみが可視化されて

いるので、外部変数（テキストに紐付いた日付などのメタデータ）を加えた描画

に進みたい。ここではまず 10 年ごとの傾向を見る。 
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図表 6 共起ネットワーク（外部変数なし） 

 

 
図表 7 共起ネットワーク（10 年ごと；Jaccard 係数） 
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左古（2021: 32）によれば、1960-70-80 年代に特に顕著な語として、《経済、

社会、政策》が挙がっている。図表 7 の左上を見ると、《企業、産業、計画、財

政》などが描画されているが、《経済》や《社会》はむしろ別の年代の特徴とな

っている。ただし、《政策》は 1980 年代の特徴とされている。逆に、《新自由ク

ラブ》が 1970-80 年代にまたがる特徴として摘出されている。これは題名の予

備的な読み込みと歴史的な知識により、この新党が新自由主義に対して重要な

役割を果たしたはずという仮説を組み込んで、本稿で強制抽出語として指定し

たからである。1990 年代以降に目を移すと、４つの 10 年区分で共通する特徴

語は《経済、労働、世界、政治》となっている。2000 年代以降の 3 つの 10 年

区分で共通するのは《新自由主義、研究、教育、社会、主義、改革、運動》とな

る。左古（2021: 33）は《教育》と《労働》への焦点化を結論づけており、図表

7 とそれほど矛盾することはない。ただし、この共起ネットワーク分析はさらに

細かい関係を示唆している。例えば 1990 年代の特徴語として、《闘い》や《帝

国》が入っていること、2020 年代の特徴語として、《コロナ、ポスト、ビジョン、

危機、学習、転換、共生》などが挙げられていること、などが明らかになる。 

 
図表 8 共起ネットワーク（10 年ごと；Cosine 係数） 

 
次に、通常の Jaccard 係数ではなく、Cosine 係数を用いた共起関係を計算し

てみよう。前者はまばらなデータ（sparse data）、つまり一文書に含まれる語数
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ぶようなデータ格納である。後者は１つ１つの文書が長く、語の出現回数の大小

を問題とする場合に望ましい（樋口 2020: 180）。KH Coder で初期画面はすべ

て Jaccard係数が出てくるから、通常はこの係数を自動的に選ぶことも多いが、

原典という文書をまるごと解析する経済学史・経済思想史の世界では、むしろ

Cosine 係数を積極的に用いた方が良いかもしれない。図表 8 はこの係数を用い

た共起ネットワークである。例えば、《経済》が左古（2021）の指摘通り、1970-
80-90 年代と紐付いている。また、図表 7 では出現していなかった語、例えば

《歴史、思想、安倍、破綻、福祉》などが入ってきている（描画される語は 64
語から 73 語に増えた）。 

 
2-4 コロケーションと特徴語 
以下では、こうした年代ごと特徴語の解釈がより妥当になるように、KH 

Coder が備えている複数のツールを用いてみよう。どのツールからでも良いの

だが、例えば共起ネットワーク分析において、描画された語をクリックすると、

KWICコンコーダンス16として、その語を含む原文が一覧で表示される。ここで、

右下の「集計」をクリックすると、コロケーション17統計の一覧が現れる。図表

9 によれば、《新自由主義》という語の２つ後（右 2）に 167回も《改革》が出

現している。あるいは、１つ後（右 1）に《教育》が 119回も現れている。１つ

前（左 1）には《ポスト》が 85回、現れている。このように、ある語に関して、

直接の係り受け関係を数値化するリストとなる。似たツールに関連語検索（ツー

ル＞抽出語）もあるが、これは直接の係り受けとは無関係に、同じ集計単位の中

で（通常は１つの文書）、高い確率で出現する語を探すときに用いる（樋口 2020: 
171）。図表 9 を子細に検討すると、左古（2021: 32）が重要語として抽出して

いる語がほとんど入っており、その抽出結果の妥当性がまず確かめられる。さら

に、そこでは不明であった各語の共起の程度（スコア）も判明している。ただし、

10 年ごとのコロケーションは KH Coder の設定では無理なようだ（10 年ごと

に分割した文書を解析すれば可能だが、煩雑である）。 
ツール＞外部変数と見出し という操作で、左窓枠に■変数リスト、右窓枠

に■値とラベル が出てくる。ここで左窓枠から分析したい変数を選び、右下の

▽特徴語 をクリックすることによって、図表 10 を得る。これはすべての抽出

語と、選択した変数値との間で Jaccard 係数を計算し、係数の大きな語をリス

トアップした表である（樋口ほか 2022: 121）。この係数について、語の分布状

態などに左右されるために、一律の基準を示すことはできないが、0.1以上であ

 
16 KWICとは keyword in contextの略で、文脈付きの索引である。また concordanceは
用語索引という意味である。 
17 collocationとは、文や句における、二つ以上の語の慣用的なつながり方を意味する。 
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ればおおむね共起があり、0.2 を超えれば強い共起があると判断できるようだ

（樋口ほか 2022: 122）。図表 10 によれば、今までのツールでは見いだせなか

った用語を発見することができる。 

 
図表 9 《新自由主義》のコロケーション統計（雑誌記事）  

 
5 年ごとの特徴語を示したのが図表 11 である。おおむね係数 1.0以上の語に

黄色背景を付けた。10 年ごとの特徴語よりも、よりきめ細かい特徴となってい

る。10 年ごとで見ると《新自由主義》が特徴的になっているのは、2010-20 年

代となるが、5 年ごとにすると 2010-14 および 2020-24 の二箇所に現れてくる。 

 
図表 10 各年代の特徴語（Jaccard 係数） 

合計 左合計 右合計 左5 左4 左3 左2 左1 右1 右2 右3 右4 右5 スコア

1 改革 サ変名詞 431 28 403 3 4 8 13 0 82 167 104 39 11 222.883

2 教育 サ変名詞 340 48 292 7 15 10 16 0 119 62 46 54 11 197.517

3 時代 名詞 214 5 209 2 1 1 1 0 99 105 1 2 2 154.217

4 政策 名詞 185 35 150 10 7 1 17 0 45 47 38 16 4 98.55

5 ポスト 名詞 95 89 6 1 0 2 1 85 0 4 0 1 1 88.817

6 経済 名詞 133 42 91 11 14 6 11 0 37 23 5 14 12 69.267

7 社会 名詞 174 32 142 8 11 9 4 0 11 33 50 31 17 64.667

8 国家 名詞 127 44 83 3 3 11 27 0 18 27 18 12 8 60.617

9 批判 サ変名詞 94 10 84 2 0 7 1 0 44 8 12 13 7 59.883

10 主義 名詞 176 81 95 13 16 9 43 0 0 0 25 56 14 56.233

11 歴史 名詞 164 6 158 0 5 0 1 0 0 34 26 11 87 47.567

12 対抗 サ変名詞 117 3 114 1 0 2 0 0 0 17 58 29 10 37.95

13 労働 サ変名詞 108 30 78 10 5 15 0 0 3 23 25 20 7 37.483

14 構造 名詞 69 9 60 2 3 3 1 0 8 40 7 1 4 34.033

15 現代 名詞 120 22 98 2 13 6 0 1 0 9 4 85 0 33.733

16 福祉 名詞 98 37 61 3 4 28 2 0 0 16 14 24 7 32

17 政治 名詞 71 21 50 1 11 4 5 0 10 15 7 5 13 30.467

18 ビジョン 名詞 50 0 50 0 0 0 0 0 0 50 0 0 0 25

19 世界 名詞 72 34 38 10 7 16 1 0 4 5 9 15 5 23.833

20 転換 サ変名詞 60 5 55 2 2 1 0 0 2 18 23 5 7 22.55

21 対決 サ変名詞 44 0 44 0 0 0 0 0 0 38 3 2 1 20.7

22 展開 サ変名詞 53 2 51 0 2 0 0 0 0 26 13 4 8 20.433

23 路線 名詞 22 1 21 0 1 0 0 0 17 0 1 2 1 18.283

24 破綻 サ変名詞 42 16 26 1 0 3 12 0 1 14 4 5 2 18.183

25 イデオロギー 名詞 21 5 16 1 1 2 1 0 14 2 0 0 0 16.617

2020 1950 1960 1970

新自由主義 .146 機能 .250 エコノミスト .276 探る .207

研究 .117 限界 .077 主張 .125 産業 .118

社会 .116 政府 .031 フリードマン .095 新自由クラブ .100

ポスト .103 産業 .029 理念 .065 会誌 .080

システム .099 評論 .011 現実 .061 会報 .077

共生 .097 批判 .007 エートス .053 事情 .057

世界 .089 経済 .004 トン .053 法学 .048

コロナ .089 政策 .003 ファ .053 学風 .044

政治 .085 新自由主義 .001 ミル .053 官房 .044

ビジョン .085 レン .053 教書 .044

1980 1990 2000 2010

新自由クラブ .175 レポート .075 改革 .224 新自由主義 .365

理念 .133 世界 .058 社会 .205 研究 .261

転換期 .067 評論 .051 主義 .185 教育 .137

自由 .063 経済 .050 教育 .148 経済 .118

論究 .051 リズム .050 現代 .130 運動 .110

政党 .046 政治 .049 科学 .129 労働 .108

世紀 .043 左翼 .046 政策 .096 時代 .092

モデル .042 たたかう .046 歴史 .094 国際 .087

破産 .041 本質 .046 課題 .086 ネオリベ .084

政策 .038 ネオリベ .043 時代 .084 歴史 .078
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図表 11 5 年ごとの特徴語（Jaccard 係数） 

 
2-5 対応分析と MDS 

分析ツールの種類を変えて、対応分析に移ろう。対応（コレスポンデンス）分

析とは、２つのカテゴリ間の関連性・類似性を平面的な図（散布図）で視覚的に

表現する分析である（平井編 2018: 220）。データの合成や分解ではなく、カテ

ゴリの整理と分類そのものが目的となり、分析者の判断によって結果が左右さ

れにくい（石川ほか編 2010: 248）。また、クロス集計18の視覚化でもある（牛澤 
2021: 56）。図表 12 は対応分析の例である。原点が第一象限の真ん中に描かれ

ていることに注意する。この原点に近い語は、カテゴリ間を超えて普遍的に出現

する語である。ここではいったん描画された図の下部にある「調整」をクリック

して、「原点付近を拡大：係数 3」というチェック項目を付けてから、再度、描

 
18 ２つの項目（または変数）を同時に集計して、関連性を分析する手法。 

1945-49 1955-59 1960-64 1965-69

概念 .143 機能 .250 ファ .200 エコノミスト .280

経済 .002 限界 .077 レン .200 主張 .158

新自由主義 .000 政府 .031 考査 .200 フリードマン .125

産業 .029 開放 .167 現実 .071

評論 .011 原則 .143 エートス .071

批判 .007 独占 .143 トン .071

経済 .004 立法 .143 ミル .071

政策 .003 会計 .125 吟味 .071

新自由主義 .001 国立 .059 取引 .071

計画 .056 集まる .071

1970-74 1975-79 1980-84 1985-89

会誌 .200 探る .286 転換期 .103 新自由クラブ .238

学風 .125 新自由クラブ .136 論究 .087 理念 .200

官房 .125 産業 .114 新自由クラブ .069 ドル .063

教書 .125 事情 .074 世紀 .056 王政 .063

業績 .125 新自ク .067 財政 .054 官僚 .063

通産 .125 租税 .067 競争 .050 交換 .063

法理 .125 救える .063 ハート .048 財閥 .063

明示 .125 法学 .056 ホープ .048 体系 .063

教室 .111 会報 .053 起こす .048 停止 .063

大臣 .111 行く .053 経学 .048 氾濫 .063

1990-94 1995-99 2000-04 2005-09

改編 .143 レポート .083 改革 .200 社会 .165

リベラリズム .111 世界 .057 構造 .126 主義 .155

帝国 .091 評論 .055 新自由主義 .120 改革 .147

対応 .080 たたかう .051 国家 .114 現代 .142

環境 .077 本質 .051 社会 .110 歴史 .122

旬報 .071 リズム .048 主義 .107 時代 .111

学説 .071 安定 .047 教育 .100 科学 .111

蜂起 .071 ケインズ .044 福祉 .100 課題 .110

学派 .067 経済 .043 科学 .092 大会 .100

救える .067 左翼 .042 総合 .088 労働 .098

2010-14 2015-19 2020-24

新自由主義 .220 研究 .126 新自由主義 .146

研究 .205 教育 .096 研究 .117

運動 .108 経済 .082 社会 .116

教育 .106 ネオリベ .076 ポスト .103

時代 .098 国際 .074 システム .099

経済 .098 運動 .066 共生 .097

労働 .096 安倍 .064 世界 .089

科学 .089 民主 .056 コロナ .089

歴史 .087 思想 .053 政治 .085

国際 .078 リズム .053 ビジョン .085
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画している。この図によると、2000 年代と 2020 年代、そしてその他の年代が

峻別されており、他の分析ツールでは出現してこない語も多く見られる。《教育、

社会、世界》などが比較的、どの時代にも普遍的と解釈できるかもしれない。 

図表 12 対応分析（雑誌記事；10 年ごと） 
 

図表 13 は、多次元尺度構成法（MDS）による二次元の散布図である。文書

全体のみが分析対象であり、外部変数によってカテゴリ別（例えば年代ごと）に

分けることはできない。この方法では、語の共起関係に基づいて「距離」を計算

し、その関係を保持するように、二次元（または三次元）の図に投射する（牛澤 
2021: 59）。それゆえ、図示された語と語の距離そのものに、意味がある。つま

り似た語は近くに配置され、異なる語は遠くに配置される19（末吉 2019: 204）。
対照的に、共起ネットワーク分析では、語と語の共起関係は線分で示され、その

布置された絶対的な距離は意味をなさない。同様に、対応分析では、原点とその

 
19 対応分析や MDS では抽出する語が多いと、抽出語と図形がしばしば重なって混雑現象

となる。KH Coderにおける共起ネットワーク分析では、その混雑を回避できる（牛澤 2021: 
68）。共起ネットワーク分析では少数の共起関係は図示されないこともあるが、MDS では
純粋な出現頻度によって語と語の関係が把握できる（末吉 2019: 204）。 
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語や範疇の距離には意味があるが、布置された語同士の距離に何らかの意味を

込めてはならない。 
図表 13 によれば、中心に頻度が高いクラスター01 としてまとまっている《新

自由主義、政治、社会、科学、経済、批判、民主、国家》などは、全期間を通じ

て、親和性が高い語として記録されるべきだろう。なお、クラスター05 にある

《ポスト、資本、ネオリベ、思想、文化、めぐる》なども、ある程度のまとまり

として解釈することができる。 

 
図表 13 多次元尺度構成法（雑誌記事） 

 
2-6 図書タイトルの分析 

今までは雑誌論文 3,249 件について分析してきたが、同時に収集していた図

書のタイトル等 411 件に関する分析に移ろう。強制抽出語や除外語はすべて雑

誌論文の場合と同一にしている20。図表 14 は共起ネットワーク分析の図を描い

てから、《新自由主義》をクリックすることで、KWICコンコーダンスを導き出

した。ここで、雑誌記事の場合と同様に、右下の「集計」をクリックすることで、

 
20 総抽出語 9,068 語（うち使用 2,115 語）、重なり語数 1,305（うち使用 699 語）。 
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図表 15 のコロケーション統計を得る（上位 20位まで）。 

 
図表 14 KWICコンコーダンス（図書） 

 
図表 15 《新自由主義》のコロケーション統計（図書） 

 

No 抽出語 品詞 合計 左合計 右合計 左5 左4 左3 左2 左1 右1 右2 右3 右4 右5 スコア

1 改革 サ変名詞 15 2 13 1 0 0 1 0 2 7 3 1 0 7.45

2 国家 名詞 13 3 10 0 0 2 1 0 2 4 0 3 1 6.117

3 社会 名詞 12 3 9 1 1 0 1 0 3 2 1 1 2 5.933

4 ポスト 名詞 6 5 1 0 0 0 0 5 0 1 0 0 0 5.5

5 教育 サ変名詞 9 2 7 0 1 1 0 0 3 3 1 0 0 5.417

6 主義 名詞 14 4 10 0 1 0 3 0 0 0 3 6 1 4.45

7 経済 名詞 9 0 9 0 0 0 0 0 2 2 1 4 0 4.333

8 時代 名詞 5 1 4 0 0 0 1 0 3 1 0 0 0 4

9 批判 サ変名詞 6 2 4 1 1 0 0 0 2 0 1 1 0 3.033

10 グローバル 名詞 5 2 3 1 0 1 0 0 1 1 1 0 0 2.367

11 政策 名詞 6 1 5 0 0 0 1 0 0 1 0 3 1 1.95

12 政治 名詞 4 0 4 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 1.95

13 世界 名詞 4 1 3 0 0 1 0 0 0 3 0 0 0 1.833

14 資本 名詞 6 2 4 0 0 2 0 0 0 0 2 0 2 1.733

15 体制 名詞 3 0 3 0 0 0 0 0 1 0 2 0 0 1.667

16 対抗 サ変名詞 5 1 4 1 0 0 0 0 0 1 2 1 0 1.617

17 民主 名詞 5 1 4 1 0 0 0 0 0 1 2 1 0 1.617

18 超える 動詞 4 0 4 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 1.5

19 破綻 サ変名詞 4 0 4 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 1.5

20 福祉 名詞 5 2 3 0 1 1 0 0 0 0 2 1 0 1.5
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図表 16 抽出語リスト（限定された品詞） 

 
左古（2021）が抽出している語との関係性を点検しておこう。図表 16 にある

黄色背景の語は、左古（2021: 30）と重なっている語である。薄緑背景は、形態

素解析が不十分なために、この表では適切に抽出されていないが、関わりがあり

そうな語となる（図表 17 の△）。図表 16 によれば、重要と認定されたほぼすべ

ての語が重なっていると見なして良いだろう。なお、×は脱落している語だが、

そのうち《日本、米国、英国》は地名そのものを分析対象から外したためであり、

それぞれ 42件、11件、10件の頻度はあった（アメリカ、イギリスという表記

も含む場合）。《新しい》は 7件のみであり、やはり形容詞を分析対象から外した

ためである。 

名詞 サ変名詞 形容動詞 タグ 動詞

1 社会 76 教育 54 平和 6 新自由主義 163 超える 9

2 主義 58 改革 28 可能 5 ネオリベ 29 問う 9

3 経済 51 研究 20 自由 5 ジェンダー 7 考える 7

4 資本 32 批判 15 多様 3 グローバリゼーション5 スる 5

5 現代 30 労働 14 公正 2 マルクス 5 終わる 5

6 政治 29 変容 9 自然 2 安倍 4 生きる 5

7 国家 26 運動 8 平等 2 めぐる 3 越える 4

8 時代 24 共生 8 しあわせ 1 アベノミクス 2 見える 4

9 政策 22 評価 8 グローバル 1 サッチャー 2 働く 4

10 リズム 19 対抗 7 ローカル 1 小泉 2 語る 3

11 世界 19 転換 7 安易 1 民主党 2 向ける 3

12 歴史 17 経営 6 安全 1 いのち 1 生き抜く 3

13 グローバル 16 入門 6 温暖 1 たたかう 1 拓く 3

14 構造 15 分析 6 決定的 1 もたらす 1 壊れる 2

15 民主 15 関係 5 健康 1 ケインズ 1 学ぶ 2

16 危機 14 形成 5 健全 1 ポピュリズム 1 求める 2

17 福祉 14 生活 5 高等 1 岸田 1 撃つ 2

18 理論 13 挑戦 5 雑 1 石橋 1 見る 2

19 国際 12 展開 5 質的 1 竹中 1 広げる 2

20 格差 11 統治 5 新た 1 渡辺 1 抗う 2

21 市場 11 比較 5 早熟 1 行く 2

22 地域 11 暴走 5 多元的 1 切る 2

23 ポスト 10 開発 4 多忙 1 闘う 2

24 世紀 10 共同 4 必要 1 読み解く 2

25 政権 10 経験 4 不能 1 変える 2

26 ネオ 9 抗 4 不要 1 目指す 2

27 文化 9 構想 4 有効 1 立つ 2

28 農業 8 再編 4 育む 1

29 課題 7 実践 4 越す 1

30 思想 7 生産 4 壊す 1
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図表 17 左古（2021: 30）との差異（図書） 

 
図表 18 クロス集計のバブル図（雑誌記事） 

 
最後に、コーディングルールによる分類を視覚化して、左古（2021: 32-33）

の推論を確かめてみよう。その図 9 によれば、特徴的な 20 語の《新自由主義》

との共起頻度が一覧になっている。ここではそのうち 16 語21そのものをコーデ

ィングルールとして保存し、5 年ごとのクロス集計表をバブル図によって図示す

る。解析すべきデータは、再び、雑誌記事としている。カイ二乗値によって判断

される有意性に関して、《労働、国家、対抗》という三語のみは満たさないが、

残りの 13 語についてはある程度の有意性がある（図表 19）。特に、図表 18 に

おいて、①1980 年代まで《経済、社会、政策》の関連が深いこと、②1990 年代

 
21 分析対象から外れていた《現在、日本、法》の三語が除かれている。さらに《たたか

い》を含む文書は無かったので、この語も除外した。 

左古（2021）

日本 ×

現在 ×

法 ×

資本主義 △

超え △

理論的 △

たたかい △

新しい ×

米国 ×

英国 ×
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に《政治》が特徴的であること、③2000 年代以降に《改革、教育》に関心が高

まっていくこと、④2005 年以降に、《歴史、時代》の特徴が高まること、という

四点は左古（2021: 33）の考察と矛盾しないだろう。ただし《労働》に関しては、

この図表からは 2000 年代以降に関心が高まるという解釈は難しそうである。 
 
以上、様々な分析ツールを用いて、左古（2021）を検証してみた。元データ

はほぼ同一であるが、KH Coder というソフトを用いた点は異なった。細かな点

を除けば、おおむね、その分析・結論は再現できると結論して良いだろう。 

 

 
図表 19 コード化のクロス集計表（雑誌記事） 

 
第３節 新聞記事データベース 

本節では左古（2021）の検証からいったん離れ、対象の媒体を新聞記事とす

る。結論から述べると、このデータベースは最も信頼すべき媒体であり、かつ分

析しやすい対象である。 
ここ数年で、新聞記事データベースを用いて、多くの計量テキスト分析が行

われている。加藤・木村（2020: 23）は非専門家の読むテキストとして新聞デー

タベースに注目し、実際に、朝日新聞の記事（名詞・動詞・形容詞）を対象とし

て、専門的な知との異同を確かめようとした。白石（2021: 315, 318）も、発達

障害に関する記事が多いという理由で、朝日新聞に注目している（1985 年から

の全記事、10 年区切りと、法制化の区切り）。吉澤（2020: 150）と林（2022: 13）
は日本経済新聞に限定し、「高齢者とダイバーシティ」「中堅企業」という概念を

対象とした。北・木内（2021: 392）や北・伊藤・木内（2022: 286, 291）は読売・

＊改革 ＊教育 ＊課題 ＊社会 ＊歴史 ＊時代 ＊政策 ＊経済 ＊労働

1940 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 1 (100.00%) 0   (0.00%)

1950 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 1 (50.00%) 2 (100.00%) 0   (0.00%)

1960 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 3 (15.79%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 4 (21.05%) 12 (63.16%) 0   (0.00%)

1970 0   (0.00%) 0   (0.00%) 1   (4.35%) 3 (13.04%) 0   (0.00%) 1   (4.35%) 4 (17.39%) 9 (39.13%) 3 (13.04%)

1980 2   (5.41%) 1   (2.70%) 0   (0.00%) 6 (16.22%) 1   (2.70%) 1   (2.70%) 14 (37.84%) 14 (37.84%) 0   (0.00%)

1990 14 (11.67%) 13 (10.83%) 10   (8.33%) 30 (25.00%) 3   (2.50%) 1   (0.83%) 15 (12.50%) 27 (22.50%) 19 (15.83%)

2000 342 (25.47%) 242 (18.02%) 122   (9.08%) 363 (27.03%) 139 (10.35%) 126   (9.38%) 148 (11.02%) 169 (12.58%) 160 (11.91%)

2010 122   (9.90%) 213 (17.29%) 51   (4.14%) 255 (20.70%) 109   (8.85%) 127 (10.31%) 116   (9.42%) 177 (14.37%) 160 (12.99%)

2020 46   (9.75%) 71 (15.04%) 8   (1.69%) 131 (27.75%) 21   (4.45%) 27   (5.72%) 42   (8.90%) 41   (8.69%) 64 (13.56%)

合計 526 (16.19%) 540 (16.62%) 192   (5.91%) 791 (24.35%) 273   (8.40%) 283   (8.71%) 344 (10.59%) 452 (13.91%) 406 (12.50%)

カイ2乗値 149.168** 20.184** 51.436** 21.798** 27.641** 23.718** 39.685** 107.279** 10.83

＊国家 ＊世界 ＊政治 ＊運動 ＊対抗 ＊構造 ＊批判 ケース数

0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 1 1940

0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 1 (50.00%) 2 1950

0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 19 1960

1   (4.35%) 0   (0.00%) 2   (8.70%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 23 1970

3   (8.11%) 2   (5.41%) 6 (16.22%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 0   (0.00%) 4 (10.81%) 37 1980

6   (5.00%) 20 (16.67%) 18 (15.00%) 11   (9.17%) 3   (2.50%) 5   (4.17%) 6   (5.00%) 120 1990

111   (8.27%) 85   (6.33%) 91   (6.78%) 116   (8.64%) 78   (5.81%) 99   (7.37%) 70   (5.21%) 1343 2000

70   (5.68%) 82   (6.66%) 91   (7.39%) 154 (12.50%) 66   (5.36%) 31   (2.52%) 49   (3.98%) 1232 2010

20   (4.24%) 59 (12.50%) 58 (12.29%) 44   (9.32%) 12   (2.54%) 7   (1.48%) 17   (3.60%) 472 2020

211   (6.49%) 248   (7.63%) 266   (8.19%) 325 (10.00%) 159   (4.89%) 142   (4.37%) 147   (4.52%) 3249 合計

14.536 38.634** 27.723** 20.765** 14.283 52.250** 18.315*  カイ2乗値
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朝日・毎日の三紙に関して、５年間にわたる記事を収集している。疾患の説明と

いう場面では、ある程度、記事は均一化し、出現の様子は三紙で似通っていたと

結論している。また、木村・安藤（2020: 26）も朝日・読売・毎日の三紙を対象

とするが、記事・広告・読者投稿という範疇分けで分析を試みた。対して、星野・

平尾（2020: 71, 88）は日経を含め四紙の社説を「イノベーション」という鍵概

念で比較しており、読売・日経と朝日・毎日という２つのクラスタ構造があると

結論した。 
以上の先行研究も参照しながら、より包括的な考察手段を考えていこう。 
 

3-1 ⽇本経済新聞 

 
図表 20 日経テレコン 21 の検索画面 

 
最初に、日本経済新聞の記事検索を用いる（日経テレコン 21）。経済問題に特

化した新聞であること、かなりの場合、アクセス ID が無制限であることなど、

多くの利点がある。 
検索画面はスペース区切りだけでは AND検索となるので、OR で三つの語を

つないでおく。検索期間22は予備的な検索によって、1975 年以降で十分だと判

 
22 日経新聞本体の記事の収録期間は、1949年 4 月以降である。その他、日経産業新聞の

記事（1975年以降）や日経金融新聞（1987年~2008年）等も収録されているが、合わせ

て 35 件である（35/526=6.7%程度）。収録情報は次にある。

https://t21help.nikkei.co.jp/reference/cat397/post-275.html（2023.2.3 アクセス） 
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明している。自動収集は不可能だったので、526件の記事を一つ一つ、エクセル

に格納していった23。収集した項目は、年月日、新聞名、朝刊／夕刊、ページ数、

文字数、記事題名、本文（ただし、キャプションなどは除く）である。このうち、

年月日はエクセルの データ＞区切り位置 などの操作で、三項目の数値デー

タに変換しておいた。また、KH Coder にかけるファイルとしては、記事題名と

本文を合体させたセルを、記事の内容として定義して分析対象とした。出現頻度

も考慮して、解析にかける品詞を《名詞、サ変名詞、形容動詞、組織名、人名、

未知語》とした。いったん NDL ONLINE の場合と同一の強制抽出語として、

品詞ごとの表を出してみたが、名詞がほとんど二文字で分割されており、《資本

主義、市場経済》等のまとまりで解析した方が良いと考え直し、改めて別の強制

抽出語リストを作成した。図表 21 はこうした前処理を施した後の画面である。 
 

 
図表 21 前処理後の画面（日経記事） 

 
23 図表 20では 567 件となっているが、エクセル格納の段階で 1 件、脱落した（理由は不

明である）。分析の途中で、自動収集の方法を発見したが、後述とする。 
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図表 22 強制抽出語の比較 

NDLonline 日経記事

1 小泉 新自由クラブ

2 社会党 ケインズ

3 共産党 ネオリベ

4 日本共産党 グローバリゼーション

5 新自由クラブ 新自由主義

6 民主党 ネオリベラリズム

7 安倍 くらし

8 渡辺 いのち

9 小泉 めぐる

10 竹中 もたらす

11 石原 たたかう

12 岸田 めざす

13 石橋 ジェンダー

14 サッチャー ポピュリズム

15 マルクス 自由主義

16 フリードマン 資本主義

17 中曽根 経済政策

18 鳩山 経済学

19 ケインズ 経済成長

20 ネオリベ 民主主義

21 グローバリゼーション 市場経済

22 トロツキー 社会主義

23 新自由主義 経済社会

24 ネオリベラリズム 世界経済

25 くらし

26 いのち

27 めぐる

28 もたらす

29 たたかう

30 めざす

31 菅

32 ジェンダー

33 ポピュリズム

34 アベノミクス
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図表 23 クロス集計のヒート図（日経） 

 
図表 24 対応分析（日経；10 年ごと） 
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図表 22 に国会図書館オンラインで検索された場合の抽出語と、日経テレコン

の場合を比較してある。組織名や人名や未知語24を分析対象としたため、あえて

抽出語の指定から外した語も多い。オレンジ色背景は、複合語の自動抽出による

スコア（結びつきと頻度）で、上位 10 の語を加えた部分である（上位何語にす

べきかに、定まった知見はない）。このような操作により、例えば複合語を加味

しなかった場合は《市場》の出現頻度が 994 回であったが、加味した場合は、

《市場経済》103回＋《市場》891回 に分割されて集計されていた。 
日経の記事からも確かめられるが、《新自由主義》に関する記事は、1977 年

に 1件を数えたのち、1990 年代から 10 年ごとに倍増のペースである。2020 年

代に入っても、既に 2 年間で前の 10 年分の約 85％（=158/187）に達するなど、

記事の本数は増え続けている。 
図表 18 で示されたように、16 語に集約される重要な概念が 10 年ごと、5 年

ごとに差異をもたらしているかを判定してみよう。ここではバブル図ではなく、

ヒート図を示す（図表 23）。別に計算されたカイ二乗値から判定すれば、《政策、

構造》を除けば、この 16 語は 10 年ごとの変化に関して、統計的に有意な差を

もたらしていない25。また、対応分析を図示すると、図表 12 と図表 24 の比較に

よって、学術雑誌と日経記事の異同が明らかになる。すなわち、いずれも 2020
年代に特異性があるが、日経記事は 1980 年代に、学術雑誌は 2000 年代に、そ

れぞれ独立した特徴を持つ。記事の絶対数、タイトルのみか本文を含むか、など

様々な要因も考慮すべきだが、さらに媒体の差も原因となりうるだろう。 
それでは日経記事の話題変遷を適切に捉える方法は他にないだろうか。ここ

で KH Coder が実装を始めた「トピックモデル」を用いる。これはデータの持

つ「意味」を数学的に記述することを目的にしており、複数の単語の共起性によ

って新たに付与される情報を「潜在的26意味」と捉える。ある文書は複数の潜在

的トピックから確率的に生成されると仮定され、しかもある単語がそのトピッ

クの確率分布に沿って出現するとされる（佐藤 2015: 8-9）。つまり、「単語の出

現頻度の違いがトピックの特徴を表している」（佐藤 2015: 31）。KH Coder で
は各文書にそれぞれの潜在的トピックがどれくらい含まれるかという比率も推

定して示せる。トピック数さえ与えれば27、分析者の観点を入れることなく、自

 
24 なお未知語として《--cell--》が 526回（この数は区切りであるH5の数=記事の数に等

しい）、抽出されており、除外語に指定してもうまく取り除けなかった。csv ファイルやエ

クセルファイルでは《--cell--》が必ず残るようである。 
25 5年ごとにすれば、《政策、世界、運動、構造》の 4 語のみが有意な差である。 
26 言語的に固定され明示された意味カテゴリではなく、文書上は現れない隠れた共起性も

示すという意味で、「潜在的」latentなのである。 
27 最適なトピック数を評価する指標も 2 つ実装されているが、非常に長い時間がかかり、

しかも最適値が不明な場合もあるので、今回は省いた。 
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動的にトピックが分類され、その中に含まれる語と出現確率の表が一覧になる

（図表 25）。 
 

 
図表 25 トピックモデル（日経；10 トピック） 

 
図表 25と図表 26から、各年代の特徴をおおまかに摑もう。トピック数は 10、

最小出現数は 300 としている。1980 年代前半に顕著なトピックは#4, 3, 2 であ

り、《経済学・市場・成長・政策》など、経済系の話題が多い。後半には#7, 9 が

優勢になり、グローバルな視点から《規制緩和、金融、危機》が話題になる。1990
年代は政治や選挙や改革を扱う。2000 年代後半から 2010 年代前半にかけて、

#5, 8、つまり教育・時代・政権・首相が優勢である。2010 年代後半はやはり選

挙系、2020 年代は分配・成長・課題・開発・資本主義などが問題となる。 

 
図表 26 トピック比率のヒート図（日経） 
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3-2 朝⽇新聞 
次は朝日新聞に移ろう。「朝日新聞クロスリサーチ」という新サービスになっ

て、便宜が増した。いったん横断検索をかけて縮小版 25 件、現代用語 23 件を

気に掛けつつ、新聞記事 1,358 件を得る28。●古い順、●100 件表示、全選択、

「選択した記事を表示」として、記事の見出しや本文など、すべて手動で格納し

た。最古の記事は 1984 年 9月である。日経と比較すれば明らかなように、記事

総数が 2.5倍以上になっており、分析対象の異なり語数も、25,595 語と 12,304
語という具合である（図表 27）。分析すべき品詞は日経に合わせた。ただし、除

外語と強制抽出語は変更してある。記事数では、2005-09 が 333件と、2000-04
の 51件の 6倍越えとなっている。また、2020 年から 2 年間強で 410件と、再

び激増である。 

 
図表 27 前処理後の画面（朝日） 

 
対応分析にかけてみると、《政策、政権、格差、危機、民主主義》あたりが時

代によらず普遍的な語と解釈できる。再び、2020 年代と 1980 年代は特異性が

強い。2000 年代はもう１つの極と成しているが、第一成分だけ見ると、2010 年

代や 1990 年代と近しいと言えるかもしれない（図表 28）。 
トピックモデルの結果を解釈しよう。1980 年代後半は《政治、選挙》が色

濃く、1990 年代前半は《社会、世界、時代、歴史》となる。2020 年代の《対

策、地域、支援、必要、コロナ》は特徴だが、その他の年代はあまりはっきり

しない（図表 29）。 
 

 
28 『アエラ』と『週刊朝日』を除くと 1,253 件だが、いったんすべての記事を格納した。 
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図表 28 対応分析（朝日；10 年ごと） 

 

 
図表 29 トピック比率のヒート図（朝日） 
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3-3 読売新聞 
読売新聞のデータベースは「ヨミダス歴史館」である。ここで横断検索をか

け、明治・大正・昭和（1874-1989）のヒット 40件、および平成・令和（1986~）
のヒット 576 件を記録しておく。後者のみを取り上げ、収集できなかった件数

を除き、550件の新聞記事となった。品詞を限らず、すべての語の出現頻度を調

べた後、他の新聞と同じく、《名詞・サ変名詞・形容動詞・組織名・人名・未知

語》を対象とした。未知語には多くの無意味な言葉が入っていたので、それらを

除外語としておいた。日経・朝日の抽出語リストをチェックしながら、複合語の

上位 30位ぐらいまでを見つつ、強制抽出語を定めた。四大新聞すべての形態素

解析をいったん終えてから、改めて抽出語と除外語については、すべて統一する

必要があるかどうか、吟味したい。ここではデータベースごとに、両者がやや異

なる分析から出発していることを前提に、以下の記述となる。 
複合語の検出過程で、非常に大きな特徴が垣間見えた。すなわち、《医療体制、

休業補償、薬開発、消費税、給付金、子育て支援、地方活性化、安全保障、教育

無償化、男系男子、憲法改正》等、他紙では上位に上がってこない複合語がかな

り多かったことである。これらは保守的な言説、生活支援・医療体制の言説と言

えるだろう。特にコロナ禍については他紙も 2020 年以降、多く触れているはず

だが、複合語としては挙がってこなかった。改めて、後ほど、強制抽出語を再設

定する必要があるだろう。他の特徴としては、サ変名詞として《賛成、反対》が

トップ 229となっていることである。《ワクチン》も名詞の第 11位に入っており、

教育・医療・選挙という分野に、読売新聞が非常に強い関心を抱いていると推測

できるだろう。 
読売新聞に関しては、前の分析では用いなかった別の分析道具を１つだけ触

れておこう。階層クラスター分析である。距離の近いデータ同士をまとめていく

手法をクラスタリングと呼び（小林 2019: 139; 小林 2023: 183）、語同士の「距

離」およびクラスタの「併合の仕方」にいくつか種類がある。最終的には図表 30
のように、すべてのクラスタが併合されていく様が樹形図（デンドログラム）と

して描かれる。距離を Jaccard 係数、併合方法を Ward 法として、クラスター

数を Auto としたところ 9 となった。上から順に、各クラスターは代議士、成

長・危機・格差、政策、世界と時代、医療体制、国内外対策、地方と教育、コロ

ナ禍、税金と政治、などに分かれると解釈できるだろう。 
 

 
29 その理由は KWIC コンコーダンスで判明した。衆院選などの候補者アンケートを文字起

こしする際に、《やや反対、反対》等の表現が候補者の数だけ出現していたためである。完

全な比較をするためには、《賛成、反対》を除外語にする必要があるだろう。 
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図表 30 階層クラスター（読売） 
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3-4 毎⽇新聞 
毎日新聞のデータベースは「毎索」である。トップページで簡易検索を選び、

OR を入力して三語を指定する。この時に大事なのは、「ハイライト表示なし」

を選択することである。機械抽出を考えている場合、ハイライトしている語に余

計なメタデータが付くため、その語だけ別のセルに格納される危険性を回避す

るためである。検索結果は 1,372 件となったが、表示方法は「古い記事から」、

「200件／ページ」としておく。結果一覧では、「全てを選択」にしてから「一

括表示」を選ぶ。結果として、ブラウザの最上位から最下位まで、200件の記事

が一覧されていることになるので、ここで Chrome ブラウザから拡張機能

instant data scraper を使い、自動収集を行った（日経新聞を除き、他の新聞デ

ータベースでは不可能）。このデータベースは毎日新聞の記事と『週刊エコノミ

スト』の記事を同時に収集しているので、適度な段階で両者を峻別しておく（エ

クセルのフィルター機能を用いる）。新聞記事はちょうど 1,000件となった30。 
対応分析のみ、取り上げておこう（図表 31）。2010-14 年のクラスタに《民主

党、緩和、社会保障、参加》、少し遠くに《増税、原発》が出現している。原点

に近い語は、どの範疇にも入りそうな普遍的な語である。品詞別の抽出語や対応

分析を見ても、さほど特徴が浮かび上がらないという特質があるようだ。 

 
図表 31 対応分析（毎日；10 年ごと） 

 

 
30 他方、『エコノミスト』記事は 557 件となったが、その理由は不明である。 
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3-5 四新聞の統合データ 

 
図表 32 ５年ごとの記事数（四新聞） 
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この用語を多く用いる識者の文章を登場させているのか（今回は峻別する方法

を持たないが）、いずれか／いずれも であろう。 
実際に前処理をかけて、まず外部変数と見出しから各紙の特徴語を算出した

ところ、毎日新聞を除いて、《新自由主義》が 1位か 2位になった。そこで改め

て毎日新聞のデータをチェックしたところ、最初の段階で、肝心のこの概念が削

除されて収集されていたことが判明した（instant data scraper の特性）。この

概念を文章の元位置に戻すには手入力が必要なので、ここでは近似的に（bag of 
words の仮説も考えつつ）、見出し＋本文のセルにおける最後の語として、この

語を強制的に加えることで、少なくとも出現数は再現しようと試みた。図表 33a
はこのような補整を加える前と後の特徴語である。《新自由主義》という語その

ものを除外語にする方法もあったが、ここでは他の語との結びつきも考え、あえ

て分析の中に含めておいた。この表によれば、朝日新聞と毎日新聞がこのキーワ

ードに極めて重きを置いていることが分かる。朝日は中でも《社会、政治》に、

毎日は《政権、政策》に関心を寄せている。また、日本経済新聞は、この話題に

限定した場合でも、《市場、経済、金融、成長、投資》という用語で、成長志向

が見える。読売新聞の《写真》は記事の中にあるキャプションであり、本来なら

ば削除した方が良い語となる。全体的に読売新聞は全データに比して、突出した

特徴がない。 
別の外部変数でも特徴語を出してみた。まず 10 年ごとの変遷である（図表

33b）。Jaccard 係数がおおよそ 1.5以上になっている語に注目した。1980 年代

の《新自由クラブ》、2000 年代の《小泉、市場、批判、改革》等、2010 年代の

各語、2020 年代の《コロナ、新型、岸田、ウイルス、対決、転換、必要》など、

時代を画する語が適切に抽出されていることがある。さらに、これを 5 年ごと

に腑分けした場合に、1980 年代前半の《レーガノミックス》、1990 年代後半の

《フジモリ》、2000 年代後半の《小泉》、2010 年代前半の《原発、増税、民主党》、

2010 年代後半の《トランプ、大統領》など、10 年ごとの分析では抽出できなか

った語も多数入っている（図表 34）。他方、形態素解析の関係で、無関係に見え

る人名が頻出している。 
以上の解釈を考えると、分析単位を 10 年単位と 5 年単位のどちらにすべき

か、一義的に決定しにくい。いずれの単位も外部変数として作っておき、両者を

比較するのが無難であろう。 
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図表 33a 四紙の特徴語（新聞別；補整前後） 

 
図表 33b 四紙の特徴語（10 年ごと） 

日本経済新聞 朝日新聞 毎日新聞 読売新聞

市場 .185 新自由主義 .393 新自由主義 .303 写真 .281

経済 .170 社会 .350 政権 .266 転換 .163

金融 .167 政治 .348 政策 .237 衆院 .153

成長 .162 政権 .289 選挙 .229 外交 .150
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経済政策 .149 批判 .253 代表 .185 維持 .141
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市場 .185 社会 .350 政策 .237 新自由主義 .192

経済 .170 政治 .348 選挙 .229 転換 .163

金融 .167 政権 .289 国民 .226 衆院 .153

成長 .162 時代 .285 首相 .209 外交 .150

投資 .162 必要 .285 批判 .205 国民 .148

政府 .158 国民 .274 格差 .199 国際 .148

世界 .156 世界 .272 拡大 .190 対策 .147

政策 .150 教授 .269 代表 .185 自民 .144

経済政策 .149 批判 .253 衆院 .184 整備 .142

補正前
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同友会 .125 新自由クラブ .231 フジモリ .137 小泉 .220

真正面 .056 新自ク .226 国営 .129 主義 .203

経済同友会 .044 党費 .159 事件 .118 市場 .198
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混迷 .015 収支 .120 大統領 .112 改革 .186

原動力 .013 ＧＮＰ .114 良則 .111 国家 .164

著作 .010 民社党 .114 中井 .109 国際 .161

反論 .009 特派 .105 大使 .104 写真 .160

2010 2020

新自由主義 .348 コロナ .581

政治 .285 新型 .466

社会 .280 コロナ .399

世界 .246 岸田 .373

教授 .240 ウイルス .361

主義 .223 新自由主義 .305

時代 .222 対策 .300

批判 .217 転換 .292

民主党 .206 必要 .289

関係 .203 衆院 .289
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図表 34 四紙の特徴語（5 年ごと） 

 
対応分析が最も分かりやすい。図表 35 から判明するのは、朝日新聞と毎日新

聞の距離の近さである。残りの二紙はそれぞれ遠いだけでなく、この二紙からも

遠い。日経の特徴として、《投資、市場、経済学、産業、金融、政策、技術》等

が挙げられる。読売の特徴として、《維持、整備、景気、雇用、コロナ、社会保

障、外交》等が挙げられる。日経とは異なった視野から、コロナ禍における《雇

用、景気、社会保障、外交》という話になる。 
左古（2021）の結論が新聞記事（見出し＋本文）でも成立するかどうか、ク

ロス集計の図表を眺めてみよう。四紙を比べる場合、その表からは《課題、対抗》

という二語を除き、すべて統計的に有意な形で差異を認めることができた。その

バブル図を描けば、朝日新聞は強く差異が出ていることが分かる（バブルの大き

さがクロス集計表の％に比例）。その濃淡は Peason rsd（ピアソンの積率相関）

に従っている。これはコード（16 語）と外部変数（四紙）に、どの程度の相関

関係があるかを示す数値であり、赤色がプラス、青色がマイナスとなる。 
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図表 35 対応分析（四紙） 

 
図表 36 コード化のバブル図（四紙） 
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図表 36 からは、朝日新聞がこのコードと強い正の相関を示していることが分

かる。読売新聞はむしろ負の相関である。日経新聞は特定の語《改革、課題経済、

労働、世界、構造》で正の相関となる。これらは朝日新聞では目立った差異にな

っていないことに留意しよう。毎日新聞はおおむね相関係数がゼロに近い（例外

は《運動、批判》にある）。図表 35 からは朝日・毎日の近さを示せるが、図表 36
からはそうとも言えなくなる。 

 
図表 37 コード化のバブル図（10 年ごと） 

 
左古（2021）との対比で、10 年ごとのバブル図も描いてみた。2020 年代を
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3-6 しんぶん⾚旗 
後述の 4-3 で地方公共団体の議事録を収集する過程で、特定の政党が《新自

由主義》を頻繁に言及していることが判明した。日本共産党は岸田内閣の「新し

い資本主義論」に対抗する形で、「やさしく強い経済」をスローガンに掲げ、近

年の選挙戦略として、「新自由主義からの脱却・転換」を筆頭に挙げている。そ

の機関誌である「しんぶん赤旗」ウェブ版31は、詳しい検索が可能になっている。 
そこで前述の四大紙に加えて、ここのサイトからも検索結果を収集してみよ

う。ただし、新聞データベースという範疇の中ではあるが、全国紙と政党機関誌

という性格の差は常に念頭においておこう。また、この媒体では記事の全文では

なく、検索語を含む周辺の文章、およそ 125 語から 130 語の文章が自動的に収

集された（デフォルトの画面で、そのような表示になるため）。 
検索サイトで OR検索を使い、《新自由主義 OR ネオリベラリズム OR ネオ

リベ》を入れたところ、1,667件がヒットした。この件数は、日本経済新聞や読

売新聞よりも、かなり多くなっている。その年ごとの件数は図表 38 にある。最

古の言及は 2002 年となっているが、これはデータベースの下限かもしれない。

年ごとの頻度は、他のデータベースとはやや異なる動きを見せている。2006 年

にそれまでの最頻値（147件）を記録した後は、2009 年まではやや高い値を見

せた。その後、自民党政権（第二次安倍政権）が復帰した 2012 年以降は、かな

り少なくなっていた。しかし、岸田内閣の発足と平仄を合わせて、2020 年から

2022 年の 3 年間は激増している。 

 
図表 38 年ごとの件数（しんぶん赤旗） 

 
31 https://www.jcp.or.jp/akahata/ 
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図表 39 共起ネットワーク分析（5 年ごと） 

 
5 年ごとの特徴語や共起ネットワーク分析（図表 39）を見つつ、原文の記事

も確かめてみると、2006 年にはボリビア・ニカラグア・ベネズエラ・メキシコ

等の記事が特徴的になっている。この年になぜここまで国際的な記事が集中し

ているのか、その理由は不明である。少なくとも、他の媒体とは異なる観点を含

めている可能性は高い。 
 

3-7 産経新聞 
産経新聞データベースは他の全国紙よりもかなり簡略化されている。1992 年
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検索される。ここでは、東京版の朝刊・夕刊のみを検索対象とした。検索結果の
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の文が最大 45 語ぐらいまで、自動的に見える。本来ならば、他の四大紙と同じ

く記事の中身をすべて収集すべきであったが、紙媒体のみの複写32ということも

あり、断念した。またしんぶん赤旗のように、検索語の周辺の文章を抽出してい

 
32 このデータベースは龍谷大学に格納されていないため、京都府立図書館で閲覧した。 
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るのではなく、記事の冒頭と推測されるため、もとより、《新自由主義》という

語じたいの頻度は少ないという結果になるだろう。 
詳細検索も不可能であったため、単純な《新自由主義》のみの検索結果とし

て、274件となった。この総数は、四大紙に比べて、かなり少ない。データベー

スの制約もあるが、この総数も各紙を特徴づける変数となりそうだ。図表 40 は

外部変数を用いないで、すべての語に共起ネットワークをかけた結果である。見

やすさのために、KH Coder の画面に加えて、こちらが点線や見出しを付けた。 

 
図表 40 共起ネットワーク分析（産経新聞） 

 
この図示の方法を Apple製品で示しておこう。専用の描画アプリを使わずに、

簡易性を重視した。まず共起ネットワーク分析の画面で「保存」をクリックする

と、分析結果の保存場所とファイル名を選択する画面が開く。ここで、保存する

ファイルの形態も選べるので、画像（.png）を選択する。次に、「写真」アプリ

を開き、このファイルを読み込んだ後、右上の「編集」をクリックする。「調整」

の画面で、右上に並ぶアイコンのうちこのアプリの方法を示すものの隣、○と…

を組み合わせたアイコンをクリックすると、「マークアップ」という作業画面に

切り替わる。テキストボックスを挿入して、グループを特徴づける見出しを書き

込み、点線によるグループ分けを図表 40 のように実行できた。 
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図表 40 によれば、岸田内閣の経済政策に注目が集まっていることが分かる。

あるいは特定の寄稿者の名前や所属大学名などが明らかになっている。今まで

と同様に、再現性を確保するためにも、集計単位、分析対象の品詞、最小出現数、

描画した最大数などの基本状態をこの画像に書き込んでおく。 

 
図表 41 二紙の記事数 

 
年ごとの総数も見ておこう（図表 41）。しんぶん赤旗と比較して、産経新聞の
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し、「格差」「政策」「政権」「社会」「世界」など、両紙の特徴語として共通部分

も多くあることを確かめておこう。 

 
図表 42 共起ネットワーク分析（二紙） 

 
3-8 六新聞の統合データ 

 
図表 43 六新聞の統合データ 
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データベースの特性から、記事の収集期間が異なることである。日経は最も古く

1977 年 4月 19日の記事がヒットしたが、JCP は 2010 年 4月 15日以降の記事

しかヒットしなかった。今回は期間を揃えず、抽出件数の絶対数の差も調整しな

かった。第三に、検索結果の特性から、特定の語が不用意に多く収集されている。

例えば、読売では《写真》、産経では《朝刊》が自動収集されているために、各

紙の特徴語の上位にそれらが入るが、本来は不要な語となる。以上のようなデー

タの特性・限界に留意しながら、以下の結果を得る。 

 
図表 44 六紙統合データ（5 年ごと） 
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特徴では、《外交、国際》という国際面が目立つ。日経は《成長、投資、金融、

財政、生産、経済政策》など、経済紙らしい特徴がある。JCP には《貧困、転

換、路線》という特徴語が目立つ。毎日には《拡大、実現》があるが、解釈がし

にくい。朝日に関しては《生活、人々、関係、研究、改革》などの特徴がある33。 

 
図表 45 共起ネットワーク分析（六紙） 

 
対応分析に移ろう。まず外部変数を各紙とする（図表 46）。ここでも読売新聞

だけ完全に孤立していることが分かる（ただし第二成分としては、毎日・朝日と

近い）。日経と JCP は第二成分としては両極端にあるが（この成分は 成長〜分

配の軸 と解釈できる可能性はある）、第一成分としてはやや似通っている。産経

はむしろ毎日・朝日と近い。日経の特徴語としては、《経済学、市場、産業、規

制、金融》などが、JCP としては、《転換、事故、貧困、路線、平和》などが、

読売は《ワクチン、整備、維持、減税、景気、雇用、外交、消費税、農業》に特

徴がある。 

 
33 《生まれ》という語が入っているのは、寄稿者のプロフィールが詳細に収集されていた

ためと判明している。本来ならば除外語にしなければならないだろう。 
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図表 46 対応分析（六紙） 

 
図表 47 対応分析（5 年ごと） 
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次に、5 年ごとの範疇に分けた対応分析では、2020 年代前半と、2010 年代前

半が他から大きく異なっていることが分かれば十分であろう（図表 47）。後者に

おいては、《小沢一郎、民主党、参加、原発、子ども、民主、保守》等が特徴語

となっている。政権交代や東日本大震災の余波が出ていると言って良いだろう。 
 
新聞データベースを用いた分析を総括しておこう。主要四紙（日経・朝日・読

売・毎日）に関して、1980 年代からは記事全文が安定的に収集できるため、経

年比較も各紙比較も容易である。《新自由主義、ネオリベラリズム》を含む記事

は、学術系メディア（専門書＋学術雑誌）と同様に、1990 年代後半および 2000
年代後半に激増を見せた。両メディアの差異は、前者が 2020 年代に今まで以上

の激増を記録したのに対して、後者がそこまでの件数になっていない点である。

ただし速報性が重視される新聞に対して、学術系はその生産が遅れるので、これ

から新聞と同じ傾向を見せる可能性もある。 
対応分析の有用度が特に新聞データベースでは際立った。各紙の異同、朝日・

毎日と学術系の近さなど、新しい知見も多い。特に、同じ陣営同士と目されてい

た媒体が計量テキスト的には遠い場面や、その逆パターンも出た（ただし、どの

ように解釈するかは留保が必要である）。今後は、同じ記事の中でも、署名記事

や特集・社説のように、その新聞の特徴が出やすい記事なのか、識者のインタビ

ューや原稿を載せた記事なのか、など記事を区分する必要もあるかもしれない

（ただし、手入力ではなく、自動的なタグ付けが望ましい）。 
産経新聞としんぶん赤旗を、最後に実験的に付け加えた。両紙では記事の断

片しか収録していないので、データセットとして不十分である。六紙の完全な比

較には、四紙と同様の記事全文の収録が必要となる。ただし、それには時間と資

金がさらに必要となる。 
 

第４節 議会の議事録データベース 
学術系・新聞系に続いて、議会の議事録に注目しよう。中央政府にせよ地方

自治体にせよ、立法府と行政府の代表者がときに対立し、ときに協調して、政策

を実現する場が記録されているからである。議事録に記録されている主体は、大

まかには、行政府の長（大臣、首長、担当部局の公務員）、立法府の者（議員）、

参考人（識者や関係者など）がある。本節では、様々な議事録からあるキーワー

ドに関係する部分を抽出できるか、という実践も試みる。 
 

4-1 国会議事録 
足立（2022）に倣って、国会の議事録データを収集してみよう。「国会会議録



 52 

検索システム」34では、第１回国会（1947 年 5 月）からの本会議・委員会の会

議録をテキストで閲覧できるようになっている。詳細検索をクリックして、検索

バーの右端を OR として、《新自由主義、ネオリベラリズム、ネオリベ》という

三語を入れる。その他は何も指定しない。検索結果は、該当する会議録は 500件
あり、該当箇所は 718 箇所であった。つまり１つの会議録で、複数の発言が記

録されている場合もある。100件ずつ表示、古い順、「該当箇所をすべて展開」

を選ぶと、《新自由主義》を中心として、全部で 80字の原文が表示される。左側

に 37 字、右側に 38 字であることも判明した。このように、原文の一部も自動

的に表示されるので、一括して収集してみよう。なお、足立（2022: 184）がこ

のように一部だけ収集したのか、それともキーワードを含む発言者の発言部分

をすべて収集したのかは、判然としない（おそらく後者であろう）。今回は前者

の収集方法を試みたが、後者もさらに時間をかければ収集できる35ので、両者を

比較することも可能であろう。 

 
図表 48 5 年ごとの件数（国会議事録） 

 
最初に《新自由主義》が言及されていたのは 1948 年 7月と 12月であり、そ

れぞれ民主自民党（吉田茂総裁）を代表して、鈴木正文と苫米地義三が「党の基

本方針」としてこの概念に触れた。その内容として、資本主義を基調とするが、

19 世紀的資本主義時代に帰るものではなく、「社会化自由主義」という言い方も

されている（苫米地の 12 月 8 日発言）。イギリスのニューリベラリズムに近い

 
34 https://kokkai.ndl.go.jp/#/ 
35 検索結果から「テキスト表示」をクリックすると、検索語にハイライトがかかって該当

文書（１人の１回の発言録）が表示される。左側の「チェックボックスで選択」を選んだ

後、「指定した発言をダウンロード」によって、完全なテキストデータが入手できる。 
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ものと言えるだろう。このように 1940 年代からの発言は例外とみて、一括して

1970 年代およびそれ以前という分類を施した36。なお、検索語のうち、《新自由

主義》という表現が圧倒的なので、この語について代表させる。 
最初に、検索語の出現頻度を 5 年ごとに見ておこう（図表 48）。2000 年代後

半に激増し、そのまま 15 年ほど同じ水準を保っていたが、2020 年代に入って、

さらに出現頻度が加速した（本稿のデータ収集時が 2023 年 3月という事情も考

慮している）。時系列的な増減で考えると、学術系や新聞系と似通った部分もあ

るが（ただし、1990 年代後半の盛り上がりは、国会では窺えない）、出現頻度の

絶対数は明らかに少ない。この事実をどう解釈するかは難しい。 

 
図表 49 5 年ごとの特徴語（国会議事録） 

 
36 1940年代と 50年代は各 2 件、1960年代は 1 件、1970年代は 6 件なので、11 件がこ

の「1970年代およびそれ以前」という分類になる。 

1975_79以前 1980_84 1985_89 1990_94

答え .182 異議 .250 フリードマン .182 活用 .333

中曽根 .154 会派 .250 経済学 .182 財産 .333

国務大臣 .118 規正 .250 ココム .167 本当 .333

立場 .111 結成 .250 ゴルバチョフ .167 本流 .333

トラスト .091 山下 .250 サイド .167 ニュー .250

ルーズヴェルト .091 収入 .250 一致 .167 リベラリズム .250

ルーズヴエルト .091 総長 .250 一覧 .167 収支 .250

会報 .091 届け出 .250 丸尾 .167 転落 .250

企図 .091 認定 .250 教え子 .167 平等 .250

基準 .091 無所属 .250 献金 .167 支持 .200

1995_99 2000_04 2005_09 2010_14

チェック .222 ラル .150 新自由主義 .189 新自由主義 .230

経団連 .222 非常 .139 主義 .142 政権 .182

事後 .200 グローバル化 .130 政策 .137 小泉 .149

事前 .200 傾向 .125 構造改革 .117 規制 .137

リズム .154 改革 .121 政府 .112 市場原理 .136

ネオリベ .125 ネオリベ .120 市場原理 .111 政策 .135

自民党 .111 自己 .107 経済 .106 国民 .133

きち .111 市民 .105 小泉 .102 主義 .133

クラブ .111 自助 .105 緩和 .093 構造改革 .125

コンセンサス .111 自立 .105 規制 .092 緩和 .119

2015_19 2020_24

新自由主義 .187 新自由主義 .303

自由 .131 資本主義 .231

主義 .122 弊害 .222

企業 .109 総理 .200

改革 .097 岸田 .181

貿易 .092 転換 .173

考え方 .074 格差 .169

社会 .071 考え方 .167

保守 .057 政策 .160

農業 .054 世界 .131
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外部変数を 10 年ごとや 5 年ごと（図表 49）にしてみると、各年代の特徴語

は、1980 年代後半の《フリードマン、経済学》、2000 年代の《改革、市場原理、

構造改革、グローバル化、小泉、自助》、2010 年代の《新自由主義、市場原理、

小泉、規制》、2020 年代の《新自由主義、資本主義、弊害、岸田、転換、格差》

等が目立っている。2005 年以降、《新自由主義》が常に特徴語になることから、

逆に言えば、それまではこの概念がそれほど頻出していなかったとも言える。最

後に、対応分析の結果からも、2020 年代前半（コロナ対応や新しい資本主義論）

が非常に特異で例外的であったことが分かった。 
なお、16 語のコーディングルールを用いてクロス集計したところ、芳しい結

果にはならなかった。5 年ごとの範疇で、《改革、歴史、国家、政治》のみに有

意な差異があり、1980 年代前半の《政治》、2000 年代前半の《改革》、1980 年

代後半の《歴史》に、微細な差異が見いだせた程度であった。議会議事録の言説

と、学術のタイトルという言語空間は、類似性が高くないという推論が暫定的に

成り立つ。ただし、議会においても学者が参考人として呼ばれる場合も多く、そ

のような言説が収録されやすいことも考慮する必要がある37。 
 
4-2 県議会の議事録 
従来は議会を傍聴したり、議員の議会報告を読み聞きしたり、という手段で

議会における議事を（追）体験できたが、それらに加えて議事録のウェブ公開が

新たな手段になっている。中でも行政側（首長と公務員）と立法側（議員）の議

論、議員同士の議論の詳細が載っている会議録は「非常に重要性の高いデータ」

（木村編 2021: 87）である。 
増田（2021）は群馬県高崎市の市議会において、本会議の一般質問をテキス

ト分析している。渡部（2020）は六政令市（札幌・仙台・横浜・新潟・静岡・京

都の各市）の議事録を参照して、劇場・音楽堂などに言及した分析を試みている。

川浦（2019: 14）は特定の市町村データに依存させず、データの恣意性や偏りを

避けるためには、2023 年 2月現在 1,724 ある市町村38すべてのデータが電子化

される必要があると説く。図表 50 によれば、都道府県・市・特別区では会議録

の Web公開率は 100％になっているが、町村では 7割を切っている。議員定数

の多い自治体や財政力のある自治体は、会議録を公開する傾向にある（木村編 
2021: 75）。ただし、公開されていたとしても、渡部（2022: 2）によれば、47都

 
37 議事の発言者を政治家・学者に二分して属性を付与する方法もありえるだろう。人名に

wikipedia 等のウェブ情報から判定してその属性を自動的に付与する方法もあるが、まだ完

全である。ただし、これを人力で行うのも躊躇がある。 
38 e-Stat（政府統計の総合窓口）「市区町村数を調べる」https://www.e-
stat.go.jp/municipalities/number-of-municipalities（2023.2.17 アクセス） 
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道府県の議会議事録に関しても、発言者情報が付与されていないなど、データ構

造の統一化が進んでいないために、議会の意義を定量的にも実証できるような

全体的な分析が進んでいない。 

 
図表 50 自治体別の Web公開率（2021.9 現在）39 

 
このような状況で、各議会を横断する検索サイトの構築が望まれる40。市町村

の全データは無理とすれば、政令市に限って集めると 20都市のみとなり、逆に

サンプル数として小さすぎる。また、政令市は大都市のみという偏ったサンプル

となる。１つの解決方法として、川浦（2019: 14）は、47都道府県の議会デー

タを用いること、さらに横断面だけでなく時系列の要素を加え、パネル・データ

として整備することを提唱している。例えば 5 年間の 47 都道府県データでは、

2,585サンプルまで増える。 
本稿では試みに、民間のソフト開発会社が公開している「yonalog」を用いて

みる。横断検索として「全都道府県市区町村議会」「47都道府県議会」「東京 23
区議会」「政令指定都市議会」の四種類がある。検索方法は少し他と異なり、"新
自由主義"  |  "ネオリベラリズム"  |  "ネオリベ" という形で OR 検索をか

けなければならない。第一の横断検索ツールでは、4,994件が該当した。１頁に

20件しか表示できず、250頁分を収集する必要があったので、今回は断念した。

第二の横断検索ツール41では、県議会の議事録 577件が該当した42。さらにこの

検索システムでは未収録であった北海道・岩手県・静岡県・和歌山県・沖縄県に

ついては、手動でデータ収集した結果、128 件が該当した。つまり、47 都道府

県すべての県議会について、合計 705件となった。 
「yonalog」の収集に関しては instant data scraper によって、自動的に１頁

はデータを抽出できた。ただし、「ページをおくる」「次ページ」というボタンが

 
39 木村編（2021: 89）の図表 5.1による。時点が異なるので、合計は 1,724にならない。 
40 １つの試みが「ぎ〜みる」（都道府県議会会議録検索システム；2011.4-2019.3）であ
る。8年間と限定されているが、47都道府県の一括検索システムとなる。 
41 ただし、47都道府県のうち、北海道・岩手県・静岡県・和歌山県・沖縄県は未収録で

ある。各検索システムに統一的な構造化がないために、一括した検索が現時点では困難で

あることが理由であろう。 
42 当初のアクセス日（2023.3.28）の約 75 日後には、それぞれ 5,083 件、585 件を数えた

（2023.6.11 アクセス）。 

都道府県 市 特別区 町村 合計
⾃治体数 47 792 23 926 1,788
会議録のWeb公開数 47 792 23 632 1,494
会議録のWeb公開率 100.0% 100.0% 100.0% 68.3% 83.6%
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ないために、その都度、停止と開始を操作し、29 ファイル分を後ほど統合する

ことにした。この拡張機能は便利だが、その都度、抽出してくるデータが微妙に

異なり、セルの行を一致させるのに苦労した。しかもこのサイトでは自動的にハ

イパーリンクがかけられ、リンクできる語には別の色がハイライトでかかって

しまい、その分だけ別のセルに格納されてしまうことも判明した。最後の段階で

分かったため、ハイライトがある語を、最後に強制的に併合する操作を行った。

そのため、最初から１頁分をコピー＆ペーストでエクセルに貼り付け、後で、日

付その他を分離して、各セルに格納させた方が良いかもしれない（実際に京都府

にある市議会の議事録データでは、このようにして 132件分を収集した）。 
その後、《新自由主義》そのものの出現頻度から判断して、自動収集では不正

確なデータになると判明したので、改めて 29回分のコピー＆ペーストによって

手動で収集した。セルの格納は「大分県議会 2022-09-16 09月 16日－05号」

が二行目、「そこで、第７波が拡大した要因についてですが、新自由主義によっ

て…」が三行目、という具合に、偶数行に議会名と日付、奇数行に本文がある。

この場合、=MOD(ROW(), 2)という関数を設定すると、偶数行に 0、奇数行に 1
が返される。その後、エクセルで データ＞フィルター として、偶数行だけを

表示し、そこをコピーして、別のシートにある列に貼り付け、奇数行をその右隣

の列に貼り付ければ良い。その後、=RIGHT(B2, LEN(B2)-FIND("会", B2))とい

う関数を入れれば、「大分県議会」という 5 文字でも、「鹿児島県議会」という 6
文字でも、その議会名の部分だけ削除され、「2022-09-16 09月 16日－05号」

などの情報がセルに残る。なお、議会名も残すべきなので、=SUBSTITUTE(B2, 
C2, "")という関数を作れば、B2 と C2 のセルの文字差分「大分県議会」が D2 に

格納される。 
さらに、空白の列を右に挿入してから、データ＞区切り位置＞固定長 とす

れば、2022-09-16 という部分とその他の部分で、セルが分けられて格納される

（この操作の前に、その列全体をコピーした後、形式を選択してペースト）＞値 

として、数値情報にしておく）。「2022-09-16」を再び データ＞区切り位置＞区

切り記号付き＞その他 – という操作で、年月日が別々のセルに格納される。最

後に、年のセルを指定して、10 の位で切り捨て関数と、int 関数（指定した数値

の小数点以下を切り捨て、元の数字を超えない最大の整数を返すもの）を用いて、

=int（B2/5）として 5 年ごとの塊を作っておく。 
まずキーワード《新自由主義》に関する出現頻度は、5 年ごとには他媒体と異

なった特徴が浮かび上がった（図表 51）。すなわち、2000 年代後半に最頻ピー

クを迎えていて、2020 年代前半の盛り上がりが、まだそこまで見られない点で

ある。また、頻度の上位と下位の 10県を表にまとめたが、ここから何が言える

かは、必ずしも判然としない。後に市町村の議事録において、与党・野党という
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勢力状況とこの件数に関係があるかどうか、若干の考察を試みる。 

 
図表 51 5 年ごとの件数（47県議会） 

 
図表 52 上位と下位の 10県（47県議会） 

 
47県議会全体の特徴をつかむために、多次元尺度構成法（MDS）の結果を示

しておこう（図表 53）。中心にある緑色の語群が特徴的である。《市場原理、構

造改革、規制緩和、格差、拡大、小泉、路線》など、他媒体でも中心となるべき

語が配置されている。県議会ならではの特徴語になりえるのは、《県民、知事、

地方、地域、農業》などだろうか。 
対応分析も示す（図表 54）。《自民党》が特徴のない語として中央にある。こ

の党がいつの時代でも中心であることを象徴しているだろうか。この図からは

2000 年代の 5 年ごとは似通っていて、三位一体の改革など、小泉改革の路線が

強い。2010 年代後半と 1990 年代後半が似ているのか、《グローバル化、農業、

貧困、地域》が特徴語となる。2010 年代前半は《競争、原理、地方、意味》な

どが特徴となった。ここでも 2020 年代前半が特異な位置にある 

1 1 1 10

286

141
114

152

0

50

100

150

200

250

300

350

1985_89 1990_94 1995_99 2000_04 2005_09 2010_14 2015_19 2020_24

47県議会

宮城県 54 山梨県 1

鳥取県 43 愛知県 2

東京都 36 岐阜県 3

長野県 30 兵庫県 5

沖縄県 30 神奈川県 6

鹿児島県 28 山形県 6

香川県 27 茨城県 6

富山県 25 埼玉県 7

高知県 23 徳島県 7

福島県 21 奈良県 7



 58 

 
図表 53 多次元尺度構成法（47県議会） 

 
図表 54 5 年ごとの対応分析（47県議会） 
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4-3 東京都下の市議会 
政府は中央政府と地方自治体に分かれ、さらに地方自治体は都道府県レベル

と市町村レベルに分かれる。そこでこの三者の言説が異なりうるかという問題

意識が出てくる。市において議事録が 100％電子化されていること、792 市すべ

てのデータを収集することはできないこと、都市郊外における言説を最初の分

析に対象にする等の理由から、東京都下にある 26 市の議会において、議事録を

収集しよう。予備的に京都府下にある市町村議会に関しては、「yonalog」によっ

て 131件が自動的に収集できたが、東京都下 26 市に関しては、それぞれの市に

アクセスして、手動で情報を収集した（合計 394件）。 
データ収集の過程で、《新自由主義》は、与党の政策を批判する包括的な言葉

として頻繁に使われていることが見て取れた。そこで、東京都下の 26 市43につ

いて、党派別の議席数を数え、「自民公明」「諸派保守」「立憲共産」「諸派革新」

に四分類したうえで、「保守率」や「革新率」を定義して計算した。なお、ここ

での保革の峻別は党名を目視で判断した結果であり、厳密なものではない。図表

55 から分かるように、24 市の中で《新自由主義 OR ネオリベラリズム》に言

及した議員の発言数は、市によって大きく異なる。 

 
図表 55 東京都下 26 市の状況（2023.3 現在） 

 
43 東村山市と東大和市は、各議事録の全文が PDF 書類で提供されているなど、特定のキ

ーワードを検索できない形での公開だったので、集計できなかった。 

4,237,962 783.95
⼈⼝ ⾯積 条例定数 ⾃⺠公明 諸派保守 ⽴憲共産 諸派⾰新 議員実数 保守率 ⾰新率 該当件数

⼋王⼦市 579,241 186.38 40 24 0 6 8 38 63.2% 36.8% 14
⽴川市 184,266 24.36 28 14 3 6 1 24 70.8% 29.2% 12
武蔵野市 150,497 10.98 26 10 3 7 6 26 50.0% 50.0% 40
三鷹市 195,919 16.42 28 14 2 8 4 28 57.1% 42.9% 27
⻘梅市 132,368 103.31 24 15 0 4 4 23 65.2% 34.8% 3
府中市 262,719 29.43 30 12 3 8 3 26 57.7% 42.3% 2
昭島市 114,189 17.34 22 13 2 4 3 22 68.2% 31.8% 24
調布市 242,917 21.58 28 13 7 7 1 28 71.4% 28.6% 14
町⽥市 432,264 71.55 36 16 7 7 6 36 63.9% 36.1% 11
⼩⾦井市 127,264 11.3 24 7 2 5 9 23 39.1% 60.9% 11
⼩平市 198,980 20.51 28 12 2 6 6 26 53.8% 46.2% 7
⽇野市 190,747 27.55 24 10 7 5 2 24 70.8% 29.2% 32
国分寺市 130,602 11.46 24 10 2 7 3 22 54.5% 45.5% 7
国⽴市 76,944 8.15 22 7 4 4 6 21 52.4% 47.6% 15
福⽣市 55,721 10.16 19 13 0 3 1 17 76.5% 23.5% 9
狛江市 84,434 6.39 22 10 0 6 5 21 47.6% 52.4% 7
清瀬市 76,333 10.23 20 8 2 8 2 20 50.0% 50.0% 23
東久留⽶市 115,401 12.88 22 10 3 6 2 21 61.9% 38.1% 32
武蔵村⼭市 70,713 15.32 20 13 1 3 3 20 70.0% 30.0% 14
多摩市 145,873 21.01 26 10 4 7 5 26 53.8% 46.2% 62
稲城市 94,107 17.97 22 10 5 4 2 21 71.4% 28.6% 9
⽻村市 54,152 9.9 18 7 5 3 3 18 66.7% 33.3% 2
あきる野市 79,112 73.47 21 14 2 5 0 21 76.2% 23.8% 5
⻄東京市 207,286 15.75 28 15 4 6 2 27 70.4% 29.6% 12

合計 394
東村⼭市 152,032 17.14 25 14 0 7 4 25 56.0% 44.0%
東⼤和市 83,881 13.42 22 10 5 5 1 21 71.4% 28.6%
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図表 56 相関関係（革新率と該当件数） 

 
念のため、該当する発言件数を「革新率」44で説明できるか、単純回帰分析を

してみたところ、正の相関はあるものの、決定係数が非常に低い結果になった。

この結果、東京都下において、《新自由主義》の出現頻度と革新率はほぼ無相関

であると判明した。 

 
図表 57 東京都下 24 市（年ごと） 

 
44 革新率=（立憲共産+諸派革新／議員実数） 

y = 30.554x + 4.7396
R² = 0.047
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図表 58 議会別（年ごと） 

 
年度ごとの当該発言件数を見てみると、2009 年が突出して多かった（図表 57）。

全体的に 2005 年まではわずかな頻度であり、2005 年から 2010 年まで、一定の

件数があった。2010 年代は低調であるが、2020 年から激増している。この傾向

は、県議会でも国会でも同様である。ただし、両議会とも 2010 年代はもっと頻

度が高い。東京都下の地方議会において、2010 年代の低調さは目立つ（図表 58）。
2009 年はおよそ 3 年間続いた民主党政権が発足した年であり、2020 年から 3
年間はパンデミックが継続した期間である。《新自由主義》の議会における出現

頻度は、この両者に大きく依存していると推測される。 
東京都下の地方議会において、5 年ごとの経年比較を共起ネットワーク分析

で行ってみる（図表 59）。それぞれの期間に代表する語が現れている。特に、

2005 年から 10 年間は、《小泉、政権、国民、生活、経済》が共通であり、2005
年からの 5 年間では《構造改革、規制緩和、市場原理、雇用》が特徴語として出

ている。4つの期間にわたって共通する語は《新自由主義》、3つの期間では《格

差、貧困、社会》などであった。ただし、この分析は最小出現数や描画する共起

関係の上位数を変えるだけで、図に大幅な変更が生じるので、あくまで推論の補

助的道具に過ぎないと留意しておこう。 
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図表 59 共起ネットワーク分析（東京都下 24 市） 

 
 

4-4 議会の統合データ 
ここで三種類のデータを統合したファイルを使おう。議事録に関して、国会

500件、47県議会 705件、東京都下の市町村議会 394件、合計 1,599件である。 
共起ネットワーク分析（図表 60）と対応分析（図表 61）の結果から、国会で

は《市場原理、資本主義、弊害、政策、転換、規制、考え方》など、より全体的

な語が目立つ。県議会では《知事、三位一体、分権、病院、子供、競争、農業》

などが特徴語となる。東京都下の市議会では、非常に多様性のある語が増え、《市

町、生活、自治体、市民、医療、暮らし、自助、保護、破綻、貧困、明らか、介

護、コロナ》など、生活に密着した語も増えていると言えそうだ。 
別の集計方法では、県議会と東京都下がやや似通った部分を見出すことがで

きる（図表 62）。両者とも《社会、経済、構造改革、新自由主義、格差》などが、

Jaccard 係数で測ったスコアとして上位に来ている。 
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図表 60 共起ネットワーク分析（議会の統合データ） 

 
図表 61 対応分析（議会の統合データ） 
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図表 62 特徴語（議会の統合データ） 

 
第５節 世俗的なデータベース 

考慮すべきデータベースの最後として、世俗的な性格を持つ媒体を取り上げ

よう。通俗的な雑誌の記事、読書感想文、SNS におけるつぶやきを実験的に収

集してみることにする。 
 
5-1 ⼤宅⽂庫 

大井（2013: 91）は、購入者の年齢・性別・職業などの区分ごとの認知を重視

するマーケティングにおいては、新聞記事よりは、読者を限定した雑誌メディア

の方がデータとして適切だと判断している。田中（2020: 329）も明確な理由を

述べているわけではないが、新聞ではなく雑誌のタイトルを「貧困」言説の分析

に用いており、大井（2013）と同様に、Web OYA-bunko を利用している。基本

は有料だが、教育機関や公立図書館が加盟していれば、ウェブから無料で利用で

きる。 
このデータベースは大宅壮一文庫（雑誌図書館）のウェブ検索システムであ

り、単に雑誌タイトルが検索されるのではなく、様々な情報が付与された（イン

デックス化された）雑誌の記事が検索される。具体的には、雑誌の種類、タイト

ル、執筆者・発言者、雑誌名、発行日、掲載ページ、分類項目の七つが１つの記

事に紐付いている（記事本文は収録されていない）45。大宅文庫じたいは明治時

代から現代までの雑誌を収録しているが、このデータベースでは特に 1988 年以

降の場合、フリーワードで検索できるようになっている。2022 年 4月現在、索

引総数は約 585万件であり、年間 11万件ずつ増加している。人名索引には約 15
万人、件名索引には約 7,000項目（403万件）を収録している。田中（2020: 331）
の指摘通り、日本の通俗的な雑誌記事に関して、最も包括的なデータベースとな

 
45 「雑誌記事索引」https://www.oya-
bunko.or.jp/magazine/for_index/tabid/85/Default.aspx（2023.2.25 アクセス） 

国会 東京都下 県議会

政策 .153 新自由主義 .248 新自由主義 .440

総理 .106 社会 .203 経済 .248

考え方 .091 市民 .178 社会 .169

主義 .089 経済 .178 競争 .169

資本主義 .083 構造改革 .165 構造改革 .168

転換 .071 責任 .155 格差 .156

弊害 .063 国民 .151 企業 .153

市場原理主義 .056 貧困 .143 知事 .135

自由 .055 格差 .142 改革 .127

岸田 .052 生活 .137 拡大 .122
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っている。ゆえに、学術メディアや新聞メディアと通俗雑誌メディアとでは、専

門的な知がどのように出現しているかを調べるのに、ふさわしい情報源となり

うる。 

 
図表 63 上位の雑誌名（Web OYA-bunko） 

 
そこで、国会図書館の記事検索と Web OYA-bunko がどのように異なるかを

指摘しておこう。NDL ONLINE において、収録すべき雑誌は、学術雑誌・業界

紙・機関誌、そして一般総合誌（論壇など多彩な内容で幅広い読者を想定してい

る雑誌）である46。特に、1996 年 6月に『サンデー毎日』『週刊文春』のような

一般週刊誌も収録されることとなったので、結果的に学術データベースという

よりはさらに包括的となり、現在は Web OYA-bunko のみで収録されている雑

誌は減っている。しかしながら、NDL の検索が学術雑誌を網羅しているのに対

して、大宅文庫はそうした学術雑誌をまったく収録していない。そこで両データ

ベースの特性がよく浮き彫りになることを考え、大宅文庫のデータを用いるこ

 
46 「雑誌記事索引再録誌選定基準」https://www.ndl.go.jp/jp/data/sakuin/index.html
（2023.2.25 アクセス） 

雑誌名 件数 NDL

週刊金曜日 89 ○

世界 67 ○

週刊エコノミスト 33 ○

週刊東洋経済 25 ○

サンデー毎日 15 ○

週刊ダイヤモンド 15 ○

文学界 15 ○

論座 15 ○

週刊朝日 14 ○

中央公論 13 ○

文藝春秋 12 ○

AERA 9 ○

SAPIO 8 ○

SPA! 8 ×

週刊プレイボーイ 8 ×

Voice 6 ○

ダカーポ 6 ○

週刊文春 6 ○

アサヒ芸能 5 ×

諸君 5 ○

正論 5 ○

創 5 ×

サイゾー 4 ×

ニューズウィーク日本版 4 ×

プレジデント 4 ○

経済界 4 ○

月刊テーミス 4 ×

紙の爆弾 4 ×
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とにした。図表 63 は《新自由主義》等で検索した結果、4件以上あった雑誌名

を高頻度順に並べたものである。ほとんどの場合、NDL にも収録されているこ

とが分かる。 
このデータベースで《新自由主義、ネオリベラリズム、ネオリベラル》を検索

したところ、496件がヒットした。頻度も考えて、対象とした品詞は《名詞、サ

変名詞、形容動詞、固有名詞、タグ、動詞》とした。最古の記事は 1968 年 7月
の「新自由主義の人々：カール・ポッパー」であり、これ以外はすべて 1987 年

以降の記事である。記事数も収録されている語もこれまでより相対的に少ない

ので、最小出現数をかなり下げて、上位 100位までの分析を試みた。 
共起ネットワーク分析や対応分析（あるいは特徴語分析）から、1990 年代後

半は、《民族、開放、会議》などが、2000 年代前半は《構造改革、批判、差別》

などが、2000 年代後半は《危機、終焉》などが、2010 年代前半は《原発、原子

力、サバイバル、生き抜く》などが、2010 年代後半は《歴史、思想、教育》な

どが、2020 年代前半は《コロナ、平等、転換、刷新》などが特徴として挙げら

れよう（図表 64、65）。特に、2020 年代は他の媒体と同じく、コロナ禍の特異

性がよく分かるが、通俗雑誌の特徴としては、2010 年代前半が他とは違うクラ

スタを作り、2011 年の東日本大震災の爪痕が大きく残っていることが明瞭なこ

とである。 

 
図表 64 共起ネットワーク分析（Web OYA-bunko） 
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図表 65 対応分析（Web OYA-bunko） 

 
5-2 NDL と OYA-bunko の⽐較 

次に、大宅文庫のデータと、同じくタイトルのみを収集した国会図書館の雑

誌記事と図書のデータを比較してみよう。計量テキスト分析によって、いわゆる

通俗的な記事と学術的な記事に明白な差異を見出すことができるだろうかとい

う問いがある。ただし、各データの収集で断っておいたように、今回は双方のデ

ータベースに同時に収録されている一般誌も多くあることに注意しておこう。 
予備的な考察によって、1980 年代以前のデータは頻度も少なく、完全なデー

タではないので、この段階で削除しておこう。2-6 で作成したデータ 3,660件の

うち、この操作によって 3,595 件となった。これに大宅文庫のデータ 492 件を

足し、全部で 4,087件となった。各々の強制抽出語や除外語のリストを鑑みて、

新たにリストを作成した。今回は「表記の揺れ」問題の解決も図ってみた。すな

わち、例えば《ガヴァナンス》と《ガバナンス》、《たたかう》と《闘う》が同一

の語として KH Coder において計算されるように、複数の表記を統一する手順

を挟むことにした。原表の段階で、まとめて一括変換したり（牛澤 2021: 8）、
有料のプラグイン（文綿）47を用いたり（樋口ほか 2022: 118）という手がある

 
47 「文綿 表記ゆれ&同義語エディター」https://www.screen.co.jp/as/products/monkin-
syn（2023.2.27 アクセス）。ただしWindows 版しかない。 
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が、ここでは手動で統一ルールを記述して、無料のプラグインとして作動させる

ことを考えよう（末吉 2019: 146-154）。ここでは特に、グローバル関係の語を

統一させて、《グローバル、グローバリズム、グローバリゼーション》という三

語をすべて《グローバリズム》で統一することにした。 

 
図表 66 共起ネットワーク分析（NDL と OYA-bunko） 

 
学術系（NDL）と通俗系（OYA-bunko）のデータベースの違いが浮き彫りに

なるかどうか、図表 66 で確かめよう。明瞭な差があるかどうかは微妙だが、NDL
には《福祉、歴史、教育、運動、抵抗、現代》など、抽象的な話題が多い。対し

て OYA-bunko では《小泉、安倍、首相、政党、選挙、政権、政府、民主党》な

どの政治系、《貧困、格差、危機、生活、生き抜く》などの生活密着系、《資本主

義、経済政策、企業、市場、国際》などの経済系という様々な範疇が特徴的な語

として描かれている。同時に、両者に共通する語として、《グローバリズム、ネ

オリベ、労働、改革、政策、批判》などがある。総じて、通俗系のデータベース

は生活に密着した具体的な政治家名が出現しやすい。 
5 年ごとの推移を見てみよう（図表 67）。2000 年代前半は《構造改革、福祉、

検討、イデオロギー》などが伺え、その後半からは《競争、検証、歴史、視座、

格差社会》などが分かる。2010 年代はあまりはっきりしない。《教育改革、教育》

はその後半を特徴付けているかもしれない。2020 年代ははっきりと《コロナ、

保育、医療、共生、ポスト、パンデミック、岸田、菅》という特徴語が他のデー

タベースと同じように、浮かび上がる。 
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図表 67 対応分析（5 年ごと） 

 
5-3 読書コメント 

《新自由主義》に大きく関係する書籍を任意に選び、その感想コメントを収

集してみよう。ここでは「読書メーター」というサイトに注目した。3000万件
以上の感想コメント48が集まっており、人々が人気ある書籍について、どのよう

な感想を持っているかを大量に格納しているテキストサイトである。 
以下の 14冊を対象とした。斎藤幸平（1150）『ゼロからの資本論』『ぼくはウ

ーバーで挫折し、山でシカと闘い、水俣で泣いた』『人新世の「資本論」』、ハー

ヴェイ（34）『新自由主義』、服部茂幸（50）『新自由主義の帰結』、中山智香子

（40）『経済ジェノサイド』、クライン（172）『ショック・ドクトリン（上下）』、

若森みどり（25）『カール・ポランニーの経済学入門』、松原隆一郎（39）『ケイ

ンズとハイエク』、池田信夫（78）『ハイエク』、ワプショット（24）『ケインズか

ハイエクか』、ハイエク（65）『隷属への道』、フリードマン（115）『資本主義と

自由』、渡辺靖（109）『リバタリアニズム』に着目した。（ ）内は収集されたコ

メント数であり、総数は 1,901件である。《新自由主義》に批判的にせよ好意的

にせよ、中心的な話題になっているもの、主題名・副題に入っているもののうち、

ある程度の感想数がある著作を優先的に収集した。 

 
48 30, 843,723 件。https://bookmeter.com（2023.2.18 アクセス） 
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図表 68 特徴語（５年ごと） 

 
 図表 68 は５年ごとの特徴である。読書メーターというサイトが、2020 年代

に多くの投稿があることが分かる。ゆえに、それ以前の著作には、感想コメント

が十分に集まっていないという可能性もある。 
12 名の作者ごとに特徴語が掴めているかを、図表 69 で確かめておこう。詳

述は避けるが、《新自由主義》に関連する作品にもかかわらず、それぞれトピッ

クが大きく違うことがわかる。各作品の特徴をよく掴んでいる表と見なせるの

で、こうした特徴語を念頭に置きながら、本文を読み進めていけば理解も進むか

もしれない。 
最後に、対応分析でも確かめておこう（図表 70）。斎藤本のコメントが圧倒的

に多いため、唯一の範疇を形成しているのは不思議ではない。リバタリアンニズ

ムの新書である渡辺本も遠くに布置された。残りはさほど特徴付けが難しいが、

あえて言えば、ワプショット・松原・池田が近くに、クライン・服部・中山・ハ

ーヴェイ・若森が近くに、ハイエクとフリードマンがそれぞれ近くにあるが、こ

れらは第一成分としては（渡辺とともに）似通っていて、第二成分で差が出てい

る。読書コメントではあるが、作者の《新自由主義》に対するスタンスをうまく

抽出していると言えよう。 
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進化 .053 ショック .106 リバタリアン .107 環境 .168

アプローチ .049 自由 .100 主義 .104 気候変動 .162

知識 .048 内容 .089 思想 .103 脱 .149

最大 .044 批判 .086 国家 .101 地球 .146

役割 .042 市場 .071 政府 .096 世界 .144

年代 件数 割合

2005_09 29 1.5%

2010_14 307 16.1%

2015_19 225 11.8%

2020_24 1304 68.6%

日付不明 36 1.9%

合計 1901 100.0%
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図表 69 特徴語（作者別） 

 

Freedman Harvey Hayek Naomi

自由 .171 階級 .357 社会主義 .159 ショック .270

政府 .148 権力 .250 自由 .138 惨事 .180

フリードマン .134 闘争 .150 ハイエク .138 便乗 .173

自由主義 .133 回復 .146 主義 .128 フリードマン .170

教育 .132 地理 .135 隷属 .105 下巻 .145

免許 .122 ハーヴェイ .114 計画経済 .100 ドクトリン .133

制度 .110 自由主義 .112 計画 .092 自由主義 .122

バウチャー .096 保守主義 .105 官僚 .087 民営化 .095

所得 .092 ネオリベ .073 国家 .077 戦争 .093

市場 .091 IMF .071 目的 .076 学派 .090

Wapshot 中山 斎藤 服部

対決 .120 ジェノサイド .195 資本主義 .521 バブル .190

ハイエク .119 フリードマン .143 マルクス .303 金融 .189

雇用 .118 経済学 .119 成長コミュニズム .230 自由主義 .131

経済政策 .104 経済思想 .111 脱成長 .212 帰結 .117

大戦 .100 ガルブレイス .098 社会 .201 停滞 .108

有効 .083 生存 .068 環境 .192 政策 .097

歴史 .080 影響 .068 気候変動 .185 緩和 .094

ドキュメンタリー .080 積極 .065 脱 .172 失敗 .090

実務 .077 自由主義 .056 地球 .168 富裕層 .085

ケインジアン .074 残念 .051 自分 .148 財政 .085

松原 池田 渡辺 若森

ハイエク .191 ハイエク .336 リバタリアニズム .522 ポランニー .793

両者 .178 秩序 .118 リバタリアン .451 カール .367

複雑 .125 池田 .115 保守 .302 市場社会 .200

入門 .118 経済学 .107 リベラル .287 入門 .162

共通 .093 哲学 .086 政府 .147 万能 .138

論争 .091 知識 .079 自由 .141 市場経済 .114

経済学 .085 合理 .079 自由至上主義 .136 倫理 .097

市場 .085 自生 .072 寛容 .134 市場 .096

秩序 .077 思想 .065 最小 .128 介入 .091

便宜 .077 信夫 .064 思想 .127 民主主義 .086
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図表 70 対応分析（読書メーター；作者別） 

 
5-4 Twitter のつぶやき 

140字という制限付きのためか、速報性・拡散性の強い SNS が Twitter であ

る。この媒体については、将来の厳密な設計に備えるために、ここでは予備的な

考察に留めることにしよう。 
Octoparse のテンプレートを用いることにしよう49。6つの雛形のうち、Tweet 

details by keyword_Twitter という項目を選び、《新自由主義、ネオリベラリズ

ム、ネオリベ》の三語を他と同様に、検索してみよう。非常に膨大な数になるた

めに、任意に 2 つの期間を選んだ。2023 年 2 月においては 22 日から 28 日、

2023 年 1月においては 1日から 30日である（自動収集の結果、たまたまそう

なっていた）。それぞれ 40 分、50 分の時間がかかり、3,484件と 2,972件のツ

イートが収集された（重複は除いてある）。注目すべき品詞は、名詞・サ変名詞・

形容動詞・組織名・地名・タグ・形容詞とした。組織名には自民戸や民主党など、

政党名が上位に来ていた。未知語には、《ネオリベ》《ステマ》《グローバリズム》

があったので、強制的な抽出語とした。抽出語は未知語や複合語や抽出語リスト

から判断して、72 語を加えた。その多さもこの媒体の特色である。表記の揺れ

に関しても、国名を中心にいくつかを統一した。 
 

49 その後、「ついすぽ」と AutoScrollという Chrome拡張機能を使った方法が、より簡便

だと判明した。 
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前処理をして品詞別の出現数を見ているだけで、この媒体に特異な性質がす

ぐに判明する。ランダムに列挙しておけば、名詞の第 3位《売国奴》771回、第

5位《嘘つき》654回、第 15位《絞首刑》427回など、誹謗中傷に当たりそう

な言葉、スラングなど、学術書ではその語を対象としない限り、使わないであろ

う語が多くランクインしている。ただし、こうした語は本文に戻れば、特定のア

カウントが執拗に同じフレーズをつぶやいていたことも確認した（500回以上）。

いったんは一連のツイートを残して分析を続けていたが、最終的にはこうした

差別を助長するような語で、特定のツイートから大量に発信されている場合は、

除外語として、分析から取り除くことにした。 
検索の対象である三語のうち、学術系・新聞系などでは、明らかに《新自由主

義》の使用法が支配的であった。しかし Twitter では気軽に書き込めるというこ

とから、《ネオリベ》4,184件、《ネオリベラリズム》1,515件、《新自由主義》756
件という具合に、四文字のカタカナ略語が他二つを圧倒している。ここでこの三

つの検索語に紐づけて、つぶやきに有意な差があるかどうかを、様々なツールで

確かめてみた。まず、共起ネットーワーク分析である。ここからは前二者の差が

はっきりしないが、《新自由主義》はかなり個別の特徴語が出ていることがわか

る（図表 71）。ここで集計単位が H5 とあるのは、文や段落ではなく、H5つま

り１つのセルそのもの（この場合は１つのツイート単位）を分析単位としている

ということである。 

 
図表 71 共起ネットワーク分析（ツイート） 
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同じ対象で、対応分析を試みた。この場合は三者がはっきりと分かれる。《ネ

オリベ》と《ネオリベラリズム》は第一成分ではかなりの近さにあるが、第二成

分では遠い位置にある。《新自由主義》はいずれからも遠い。ただし、布置され

た語の集合に何らかの意味づけをするのは困難である（図表 72）。 

 
図表 72 対応分析（ツイート） 

 
図示はしないが、階層クラスター分析も試みてみた。Auto で 13 のクラスタ

ーとなった。《新自由主義》と《竹中平蔵》がもっとも近く、《ネオリベ》は《日

本》と、《ネオリベラリズム》は《主義》と《思想》の併合したものと近い。《ひ

ろゆき》と《成田悠輔》がもっとも近いことも分かった。 
わずか数日のツイートを収集するにも長い時間がかかるので、これまでのデ

ータのように数十年間の変化をさぐるのは難しい。今回は試行的にデータを集

めてみたが、単独で分析することは別として、他の媒体と比較しながら論じるの

は、この方法では難しいと言えるだろう。 
 
補遺 外国語データその他 

最後に、補遺として、日本語以外（特に英語圏）の事情、経済系以外のデータ
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ベースを略述しておこう。この項目も将来の正確な分析に備えた予備的考察と

なる。 
 
補遺-1 Web of Science の雑誌データ 

本稿は日本語のデータベースのみを扱っているが、左古（2021: 14）と比較す

るためにも、英語圏を中心に、外国語の文献も総数だけをチェックしておこう。

世界最大級のオンライン学術データベースである Web of Science から検索して

みよう。引用回数や雑誌の難易度を加味し、厳選された大量の学術雑誌を収録し

ているのが特徴である。ここではタイトル検索として、《neoliberal* OR neo- 

 

 
図表 73 学術論文の推移（Web of Science） 
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liberal*》という検索をかけた。12,844 件のヒットがあり、1986 年が最初であ

った（データベースの制約）50。10 年ごとの論文数の推移は図表 73 にある。日

本語文献の図表 4 と比較すると、2000 年代で急増している点は同様だが、英語

文献では、2010 年代がさらに前の 10 年の 4倍弱まで激増している。 

 
図表 74 雑誌論文の分野別本数（上位 10位） 

 
このサイトには分野別の集計もあるので、その上位 10位を列挙してみた（図

表 74）。経済学は７位に入っているが、それより上位に政治学・教育学・社会学・

地理学・地域学・学際的社会科学などに分類される諸科学がある。人類学・国際

関係論・環境学にも《ネオリベラリズム》は浸透していると言えるだろう。この

図表からも、この概念は単に経済学の内部に留まるものではなく、むしろ社会科

学全般に完全に浸透し、中でも政治学・教育学・社会学・地理学などの各分野で

は経済学よりも頻繁に用いられていると断定して良いだろう。 
 

補遺-2 Gale in Context のデータベース 
Gale in Context: Global Issues というデータベースを取り上げよう。これは

国際問題に関して、画像・映像・新聞記事・雑誌記事などをトピックごとにまと

めるデータベースである。上記と同じく《neoliberal* OR neo-liberal*》で検索

をかけたところ、新聞記事はちょうど 2,000件となった。最も古い記事は 1990
年であるが、1995 年までは数件に過ぎず、1996 年から二桁の記事数となった。

この傾向は 20 年ほど続き、2015 年以降になって目に見えて増加が目立ってき

た。さらに 2019 年以降は、それまでの倍の記事数となっている（図表 75）。2020
 

50 2023.3.8 現在。原著論文は 8,896 件だが、書評（書籍レビュー）も 2,898 件あるので、

それなりの数の図書も出版されているようだ。 

分野 件数
Political Science 1,740
Education Educational Research 1,482
Sociology 1,265
Geography 1,192
Area Studies 798
Social Sciences Interdisciplinary 777
Economics 767
Anthropology 598
International Relations 561
Environmental Studies 512
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年代になってもその傾向は変わらない。このデータベースは英語のみならず、南

米や南アフリカ・インドなどが発行する新聞も含んでおり、世界的な傾向を見る

ことができる。 

 
図表 75 新聞記事の推移（Gale in Context） 

 
補遺-3 ⼤英図書館のデータベース 
左古（2021: 14）が直接参照している大英図書館（British Library）のデータ

ベースから探してみよう。領域を Main Title として、《neo-liberal*》と

《neoliberal*》を OR で結んだ検索となる。結果は 16,711件となり、内訳は雑

誌論文 14,513件、図書 1,841件となり、博士論文その他が残りとなった51。左

古（2021: 14）はそれぞれ 4,899件と 639件としているが、ほぼ 4 年前の情報

とはいえ、結果が異なりすぎる。おそらく*と OR を付けることで、かなり包括

的なデータ収集となったはずである。なお、このデータベースは、出版年が大ま

かにしか分類できない。 
 

補遺-4 PressReader のデータベース 
まったく別のデータベースをチェックしてみよう。PressReader は 120ヶ国、

60 言語、7,000 紙以上の新聞・雑誌を誌面イメージのまま閲覧できるサービス

である（旧名 Library PressDisplay）。ここで《neoliberal* OR neo-liberal*》

 
51 https://explore.bl.uk/（2023.3.8 アクセス） 
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で検索したところ、190,498件を得た（2023.3.24 現在）。詳細検索によって言語

別の検索も可能なので、試みに、スペイン語・ポルトガル語、ドイツ語・フラン

ス語について件数を出した（データベースの説明文では、The Washington Post
等の英語圏新聞記事も収録されているはずだが、言語別の検索に英語が存在せ

ず、また検索結果にも英語系がなかった）。図表 76 によれば、スペイン語が圧

倒しており、チリ・アルゼンチン等の南米で新自由主義的な政策が実行された影

響があるのかもしれない。 

 
図表 76 pressreader による検索数（英語を除く） 

 
補遺-5 WSJ と FT 

Wall Street Journal は 1889 年の発刊以来、全世界の経済活動の中心を担う

地名を冠した日刊紙、経済情報誌である。約 200 万部の部数を誇り、影響力も

強い。イギリスの The Economist と同様に、経済的な自由を擁護する立場に分

類されうる。また、Financial Times はイギリス発祥の日刊経済紙であり、1988
年の創刊だ。両紙とも伝統と格式を備えた重要なビジネス紙となっている。前者

は ProQuest、後者52は Gale がそれぞれプラットフォームを提供しているので、

検索の範囲や方法が異なり、そのため該当件数に差が現れる可能性もある。前者

で《neoliberal* OR neo-liberal*》を検索したところ、292 件のヒットを得た。

1984 年が最初の記事となる。後者で同様の検索にかけたところ、2,192 件とな

った。ところが、ヒットした原文を精査していくうちに、liberal を含む記事を

含めていることに気づいたので、改めて検索語を《neoliberal*》や《”neo-
liberal*”》として、ハイフンが付いていても一語として検索するように指示を変

えた。その結果、783件の該当記事が出た。WSJ の約 2.7倍である。 
両者の記事件数はあまり似通っていない（図表 77）。WSJ については、1999

年に 18 件、2021 年に 19 件の該当記事があるが、その他の年度も一定数にな

り、年ごとに凸凹はあるが、それほど増加が目立つわけではない。ただし、2019
年から 3 年間は高い水準で推移していた。FT については、2005 年をピークと

して、それまでは徐々に増加していたが、それ以後は 2011 年まで直線的に減少

 
52 Financial Times Historical Archive 1888-2021(Gale) 

ヒット数 比率

スペイン語 135,483 71.1%

ドイツ語 27,794 14.6%

フランス語 11,616 6.1%

ポルトガル語 5,314 2.8%

その他 10,291 5.4%

全言語 190,498 100.0%
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していた53。ところが 2012 年から大幅に記事数が増えている（データベースの

制約で、2021 年までしか件数は分からない）。両者の差が検索システムの特性に

依存するのか、英米という同じアングロサクソン系にも拘わらず、両国の何らか

の差が影響しているのか、ここでは判然としない。 

 
図表 77 WSJ と FT の記事数（年ごと） 

 
補遺-6 法律系データベース 

判例データベースを用いることを念頭に、いくつかの法律系データベースに

よって、《新自由主義》の浸透度を探ることにしよう。まず D1-Law.com という

データベースによれば、《新自由主義 OR ネオリベラリズム》は 178 件のヒッ

トがあった。そのうち判例体系は 3件である。次に TKCローライブラリーを用

いると、894件が該当した。そのうち民事の判例が 4件、刑事が 2件である。こ

のデータベースは判例集などの「基本データベース」と「出版社データベース」

を組み合わせたものであり、後者には『法律時報』『法学セミナー』『ジュリスト』

『判例タイムズ』『季刊労働法』など、法律系で著名な雑誌が網羅されている。 
図表 78 では、後者のデータベースの年ごとのヒット数を図示している（ただ

し、1983 年以前は削除してある）。これによると、2000 年代は高い水準で推移

しているが、2010 年からはその半分ぐらいの件数になっている。ここまでは同

じような傾向だが、日本語の新聞記事や議会時事録とは異なり、2020 年代の高

 
53 FTの最初の記事は 1962年であり、1983年まで 18 件の記事がヒットしたが、図表 54
ではグラフに入れていない。 
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い件数はさほど目立たない。 
CiNii Research と収録雑誌は重なっているが、法律の分野に限って言っても、

《新自由主義》という概念が、1990 年代後半から急速に浸透していることが分

かる。 

 
図表 78 TKCローライブラリー（年ごと） 

 
第 6 節 結果の要約 
 本節では、分析の結果をまとめ、若干の考察を加える。最初に計量テキスト分

析の過程で判明した技法的な側面を記す。次に、その内容面のうち、重要な部分

のみを要約する。 
 
6-1 技法的な側⾯ 

計量テキスト分析に必要な、主に技法的な側面を列挙する。 
 
・テキストマイニングの PCソフトである KH Coder を十全に用いた。 
・データ収集時に便利なソフトは、Octoparse、Instant Data Scraper、つい
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すぽ 等である。 
・KH Coder の諸機能のうち大半を用い、操作手順も示した。共起ネットワー

ク分析、対応分析、多次元尺度構成法（MDS）、階層的クラスタ分析、トピッ

クモデルを用いて、語と語の関係や位置づけを探った。 
・「写真」アプリを用いて、簡単に描画できる方法を例示した。 
・議会議事録の横断検索には、「yonalog」（ソフト開発会社の試行版）が有用

だと判明したが、多くの制限（脱漏など）も同時にある。 
・適切な整形データを案出するために、多くのエクセル関数を用いた。例と

して、rounddown（10 年ごと区切り）、int（5 年ごと区切り）、mod（偶数行

の抽出）、right, len, find（特定文字、文字数、端から文字数指定）、substitute
（差分）など。 
・大宅文庫（ウェブ版）は世俗的な雑誌を収集しており、元来、学術系を収録

国会図書館（NDL）との差異は大きいはずであった。近年、後者が前者で収

録されている雑誌を大量に追加登録しているため、両者の差異があいまいに

なっている。 
 

6-2 内容⾯で判明した諸点 
本稿によって判明した事実は多岐に渡るが、いくつかの重要な点のみ列挙し

て、ここで繰り返しておこう。 
 
・対象となる《新自由主義》について、4つの媒体で最古となる記事や発言は、

大まかには次の通りである。ただし（  ）内は意義ある考察期間である。学

術系：1914 年（1980 年代以降）、新聞系：1977 年（1980 年代以降）、議会

系：1984 年（2000 年代以降）、通俗系：1968 年（1990 年代以降）。 
 
・本稿の最大の発見は、《新自由主義》の使用法について、5（10）年ごとに

媒体別の出現頻度を可視化したことである。 
・学術系メディアでは、1990 年代後半に激増が始まり、2000 年代後半に圧

倒的な伸びを観測した（図表 5）。 
・この傾向は新聞系メディア（四紙統合データ）でも、一点を除き、同一であ

る（図表 32）。その一点とは、新聞系のみ、コロナ禍の 2020 年代前半に、復

活的な激増が見られるという点である（図表 44）。 
・ただし、出現頻度に限っても、四紙（あるいは六紙）の個性は観察できる。

横並び的に増加していた 1990 年代後半と異なり、2005 年以降では、毎日新

聞と朝日新聞が激増の記事数を見せた（図表 32）。 
・議会系メディア（三種類の議会議事録）では、学術系・新聞系と異なる出現
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頻度を見せた。まず 1995 年以降の激増がまったく観察できない点が最大の

異なりである（図表 48, 51）。2005 年から約 10 年はかなりの増加数を見せた

（図表 58）。しかし、2010 年代はどの議会も低調な数に留まっている。最後

に、2020 年代前半は再び、2005-2009 と同程度の出現数となった。 
・県議会の発言数が（特に 2009 年に）最も多い（図表 58）。東京都下 24 市

では 2010 年代、かなりの低調な発言数である。 
 
・本稿の二番目の発見は、四紙（または六紙）統合データにより、各紙の内容

的な差異を可視化したことである。 
・中でも、四紙の類似性・相違性を対応分析およびコーディングによって明

示した。対応分析によれば、朝日新聞と毎日新聞は類似性が高く、日経新聞

および読売新聞とはそれぞれ遠い（図表 35）。左古（2021）を検証するため

のコーディングによれば、朝日新聞と学術メディアの類似度が高い（図表36）。 
・産経新聞としんぶん赤旗を追加した六紙統合データの対応分析（図表 46）
によれば、読売新聞だけ突出して孤立しており、産経新聞はむしろ朝日・毎

日に近い（これらの真意については、判断保留となる）。孤立性は共起ネット

ワーク分析でも確かめられる（図表 45）。 
 
・議会系メディアについては、小さな発見に留まる。三種類の議会はまった

く別々のクラスターに分かれ、発言数も相対的に少ない（図表 60, 61）。国会

では抽象的・全体的な語が目立ち、県議会では県議会では《知事、三位一体、

分権、病院、子供、競争、農業》が特徴語となり、東京の市議会では生活に密

着した語が増えた。 
・東京都の地方議会について、試みに定義された「革新率」と《新自由主義 
OR ネオリベラリズム》の発言数の相関を取ってみたが、ほぼ無相関である

と判明した（図表 56）。この分析は不十分であり、精査によって結論が変更さ

れる可能性はある。 
 
・大宅文庫を用いた通俗系メディアでは、2010 年代前半にその特徴が現れ、

東日本大震災の大きな爪痕を感じさせた（図表 64）。 
・学術系メディアと直接に比較すると、通俗系では生活に密着した具体的な

政治家名が出現しやすいと判明した（図表 66）。 
 
・「読者メータ−」というサイトから読書感想コメントを収集すると、《新自由

主義》に関連する 12名の作者に関して、各作品の特性をよく捉えている特徴

語が計算された（図表 69）。 
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・twitter のつぶやきを収集する試みについては、他媒体とまったく異なり、

短縮形である《ネオリベ》の出現数が《ネオリベラリズム OR 新自由主義》

のそれを圧倒した。対応分析では三者の差異を確かめられるが、その意味づ

けは、現段階では困難である（図表 72）。 
 
・補遺として、日本語以外の言語をカバーするデータセットを試行した。英

語の学術系では、2010 年代にも激増している点が日本語文献と対照的である。

また政治学・教育学・社会学・地理学・地域研究を始め、経済学以外でも多く

《新自由主義》が用いられていることも数値化した。また、スペイン語圏で

圧倒的な使用率を記録していることも判明した。なお、日本語圏の法律分野

でも 1990 年代後半から、この概念が急速に浸透している。 
 
第 7 節 暫定的な結論 

本稿は主に 4 種類（学術系・新聞系・議会系・世俗系）のデータベースを用

いて、3つの論点（1-4）を含むように、《新自由主義》に関する計量テキスト分

析を行った。ただし、本稿は今後の本格的な研究に備えた予備的考察である。 
左古（2021）の検証については、同一と思われるデータベース（学術系メデ

ィア）から、おそらく異なるテキスト解析を経て、その結論をおおむね肯定でき

る結果となった。本稿はここを出発点として、多くの異なるデータベースで同一

キーワードの検索をかけ、大量のデータを収集した。その結果、新聞系媒体がデ

ータ収集に関して、もっとも安定的で好ましいと判明した。安定的という意味は、

約40年間に渡って多くの情報を含んだデジタル記事を容易に入手できるという

ことである。このため、時系列や媒体別の比較が容易となる。 
それに対して、議会系メディアは（国会を除けば）まだ期間が短く、網羅的で

もない。横断的な検索・収集もかなり難しい。このため、個別議会は別として、

集計的な観点からこのメディアを用いるのは、困難を伴う。データを収集する際、

所属党派や発言者の年齢などの付加的な情報も、外部変数として使いたい。 
左古（2021）が抽出しようとした《新自由主義》の多義的な内容に関しては、

今回はほとんど析出できなかった。「学界の外では、多様な理解は進んでいない」

という結論も可能であるが、ここでは《新自由主義》のハーヴェイ的理解、フー

コ的理解がマスメディアで、議会で、一般の人々に、どの程度に浸透しているか

については、本稿の分析手法・媒体選択を踏まえた将来の課題となる、という表

現にしておこう。 
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